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(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
１. 平成19年３月期の連結業績（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

(1)　連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19 年 ３ 月 期
18 年 ３ 月 期

１株当たり 潜在株式調整後 自 己 資 本 総　資　産 売　上　高
当期純利益 １株当たり当期純利益 当期純利益率 経常利益率 営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

19 年 ３ 月 期
18 年 ３ 月 期
（参考）　持分法投資損益 19年３月期 18年３月期

(2)　連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭

19 年 ３ 月 期
18 年 ３ 月 期
（参考）　自己資本 19年３月期 607,544百万円 18年３月期 －　百万円

(3)　連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による 投資活動による 財務活動による 現金及び現金同等物

キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期　末　残　高
百万円 百万円 百万円 百万円

19 年 ３ 月 期
18 年 ３ 月 期

２. 配当の状況
１株当たり配当金

円   銭 円   銭 円   銭 百万円 ％ ％
18 年 ３ 月 期
19 年 ３ 月 期
20 年 ３ 月 期

（予想）

３. 平成20年３月期の連結業績予想（平成19年４月１日～平成20年３月31日）
（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率）

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

中 間 期
通 期 △5.4 △3.5

1.5 △3.2 △2.4 △0.8

当期純利益経常利益

98,500

問 合 せ 先 責 任 者
代 表 者
コ ー ド 番 号

1,262,935
1,240,098

有価証券報告書提出予定日

売　　上　　高

22.1

8.5 4.3

定時株主総会開催予定日

1.6
135,3411.8

1.6

営　業　利　益 経　常　利　益

（基準日）

△ 54,690

当 期 純 利 益

1,214百万円1,016百万円

56,791
46,525135,218

0.1

2,401,667 637,849

純　　資　　産総　　資　　産

564,254

15,756.9757,200 31,500
54,800

21.1

55,433

配当性向
（連結）

2.2
2.0

純資産配当率
（連結）

627,200 74,100

57,584
△ 69,397

3,000.00 12,000

△ 101,765

期　　末

25.812,0006,000.00

23,281.96
28,415.07 ― 

― 

303,906.52
23.9

△21.1

282,245.00

10.9
4.4 10.7

１株当たり純資産自己資本比率

9.7

配当金総額
（年間）年　　間

△ 131,776

1.9
6.5

104,154
102,181

188,618
164,080

2,355,969

3,000.00
3,000.00

売　上　高 営業利益

1,285,000 129,2001.7 △4.5 27,412.13

平成 19 年４月 27日

上 場 会 社 名
9021

21.93,000.00 3,000.00 6,000.00

6,000.00

25.3

中間期末

3,000.00
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４. その他

(1)　期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　　　無

　　 ① 会計基準等の改正に伴う変更 有
　　 ② ①以外の変更 無
　 　（注）詳細は、16ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。

(3)　発行済株式数（普通株式）
　　 ① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 19年３月期 18年３月期
　　 ② 期末自己株式数 19年３月期 18年３月期
　 　（注）１株当たり当期純利益(連結)の算定の基礎となる株式数については、23ページ「１株当たり情報」をご覧ください。

(4)　平成19年３月期の配当につきましては、５月開催の取締役会で承認を経たうえ、６月開催の定時株主総会に議案として提出
　 する予定です。

（参考）　個別業績の概要

１. 平成19年３月期の個別業績（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

(1)　個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19 年 ３ 月 期
18 年 ３ 月 期

１株当たり 潜在株式調整後
当期純利益 １株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

19 年 ３ 月 期
18 年 ３ 月 期

(2)　個別財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭 

19 年 ３ 月 期
18 年 ３ 月 期
（参考）　自己資本 19年３月期 533,320百万円 18年３月期 －　百万円

２. 平成20年３月期の個別業績予想（平成19年４月１日～平成20年３月31日）
（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率）

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

中 間 期
通 期

22,341.69
17,570.30

21,000.00

△0.0
△1.0

2.2
2.2

― 
― 

13,500.00△2.2
869,500 102,0000.4 71,000 42,000 △6.0

0.4 △3.9

24.8 266,660.13
2,102,166 502,229 23.9 251,114.87

865,810 1.7 108,966

2,151,875 533,320

851,280 0.6 108,978

総　　資　　産

44,683 27.2

当 期 純 利 益

2,000,000株

売　　上　　高

(2)　連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の
 　変更に記載されるもの）

77,686
35,140

885株

１株当たり純資産自己資本比率純　　資　　産

経　常　利　益営　業　利　益

△26.8

売　上　高 営業利益 経常利益 当期純利益

431,000 64,000 47,000
△6.4

△4.5
△8.6

2,000,000株

27,000

885株

75,989

（将来に関する記述等についてのご注意）
　本資料における上記の予想を含む見通しの記述は、発表日現在に入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業
績・結果は予想数値あるいは見通しと異なる場合があります。なお、上記の予想に関する事項は、添付資料の５ページをご
覧ください。
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１．経 営 成 績  
 

（１）経営成績に関する分析 

① 当期の経営成績 

当社は、平成 17 年４月 25 日、福知山線塚口・尼崎間において、106 名のお客様の尊い命を奪い、

500 名を超えるお客様を負傷させるという、極めて重大な事故を惹き起こしました。当社としては、

これまでの間、ご遺族の皆様をはじめ被害に遭われた方々への対応に全力を注ぐとともに、追悼慰霊

式や「安全性向上計画」の進捗状況等に関するご報告会の開催等に取り組んでまいりました。 

また、決してこのような事故を起こさないとの決意のもと、企業としての目指すべき姿、価値観

を示した「企業理念」及び安全に関する具体的行動指針として「安全憲章」を新たに制定し、これ

らの浸透及び具現化に向けた取り組みを進めてまいりました。とりわけ、最大の課題である安全性

の向上については、ソフト・ハード両面にわたる「安全性向上計画」の着実な実行に努めるととも

に、昨年10月に施行された改正鉄道事業法に基づき、新たに「鉄道安全管理規程」を制定し、安全

マネジメント態勢の確立に努めてまいりました。さらに、平成17年３月に策定したグループ中期

経営目標の見直しを行い、「安全を最優先する企業風土の構築」を最大の経営目標に掲げ、その達成

に向け様々な取り組みを行ってまいりました。 

このほか、昨年６月には社外役員を増員するなど、業務執行に対する監視・監督機能のさらなる

強化を図りました。 

このように、当社としては、基幹事業である鉄道事業において安全性の向上に全力で取り組むと

ともに、その他のグループ事業においては、各事業の特性を活かした様々な施策の展開及び保有

資産の有効活用等に努めてまいりました。 

この結果、当期の連結ベースの営業収益は、前期比 1.8％増の１兆 2,629 億円となり、営業利益は

前期比 0.1％増の 1,353 億円、経常利益は前期比 1.9％増の 1,041 億円、法人税等を控除した当期

純利益は前期比 22.1％増の 567 億円となりました。 

 

 ② セグメント別の状況 

＜運輸業＞ 

鉄道事業においては、安全を最優先する企業風土の構築に向け、「安全性向上計画」をはじめとす

る諸施策に集中的に取り組んできました。具体的には、役員等と現場社員が直接意見交換する場で

ある「安全ミーティング」を引き続き開催し、安全最優先の意識の醸成に努めるとともに、現場か

ら報告のあった「事故の芽」や「気がかり事象」についてその内容の分析等を進めました。また、

安全対策に必要な設備投資をより機動的に執行するために、安全関連の投資に係る権限の見直しを

行いました。さらに、乗務員用教育シミュレータや駅運転係員等へのコンピュータ支援教育（ＣＡＩ）

の拡充を図るなど、効果的に安全教育を行う体制を整備するとともに、お客様の救護や警察等関係

機関との連携など事故発生時の対応能力向上を目的に、列車事故総合訓練を実施してきました。

設備面では、分岐器等における速度超過防止を図るためのＡＴＳ－ＳＷの整備やＡＴＳ－Ｐ整備

区間の拡大をはじめ、高架橋柱の耐震補強工事、強風対策のための風速計の増設、触車事故防止

対策のための列車接近警報装置の拡充等に取り組んできました。このほか、社外有識者からなる「安全

諮問委員会」からの提言を踏まえ、昨年６月には安全に係わる研究等に専任で取り組む「安全研究

［定性的情報・財務諸表等］ 
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所」を設置するなど必要な対応を行うとともに、本委員会の提言や実施・検討状況を「中間とりま

とめ」として公表しました。 

次に、輸送面については、運行管理システムのエリア拡大など安全安定輸送の強化に努めるとと

もに、在来線では、平成 18 年 10 月に北陸線・湖西線直流化工事完了に伴う新快速電車の敦賀駅ま

での運転区間の延長、平成 19 年３月に「さくら夙川駅」の開業をはじめとするダイヤ改正を実施し

ました。また、山陽新幹線では、平成 18 年３月のダイヤ改正で博多、広島から東京へ直通運転する

「のぞみ」の増発などによりお客様のご利用が順調に推移していることから、臨時列車を増発し、

さらなる利便性の向上に努めました。なお、昨年７月に芸備線及び三江線において大雨により運転

見合わせを余儀なくされたほか、11 月には津山線において落石により列車が脱線するなど、自然災

害による影響が発生しました。 

営業面については、パソコンや携帯電話から簡単に新幹線の予約や変更ができる「エクスプレス

予約」サービスを東海道・山陽新幹線全線に拡大するとともに、新幹線の列車本数、所要時間、価

格等の基本情報について積極的に情報発信し新幹線の利用促進を図りました。また、「エクスプレス

予約」に必要な「Ｊ－ＷＥＳＴカード」についても、会員特典のＰＲ等により会員の拡大に取り組

みました。さらに、地域や旅行会社、ＪＲ他社と連携して、「ＤＩＳＣＯＶＥＲ ＷＥＳＴキャン

ペーン」等の施策を展開し、観光需要の創出に努めたほか、50 歳以上の方を対象にした旅クラブ

「Ｃｌｕｂ ＤＩＳＣＯＶＥＲ ＷＥＳＴ」を新設し、旅行需要の誘発に取り組みました。 

お客様に対するサービス面については、「みどりの券売機」の増備やエレベーター、エスカレーター

等のバリアフリー設備の整備を行ったほか、これまで京阪神地区において運用してきたお忘れ物の

迅速な照会等を目的とした「遺失物管理システム」を岡山、広島、福岡地区に拡大し、ご利用いた

だきやすい鉄道づくりに取り組みました。また､ＡＥＤ（自動体外式除細動器）を主要駅に順次設置

するとともに、駅社員を中心として救命講習を実施しました。 

技術開発については、安全の確保やサービスの向上等を重点分野として、ヒューマンエラーによ

る事故防止のためのバックアップシステムであるＧＰＳ式列車接近警報装置の開発やお客様への

サービス向上のための駅社員用旅客案内システムの開発等に取り組みました。 

地球環境問題については、法令遵守を基本にグループ会社と連携した環境管理の推進に取り組む

とともに、省エネルギー車両の導入や廃棄物の削減等、積極的な環境負荷低減に取り組んだほか、

環境報告書を発行しました。 

船舶事業については、安心され、信頼される運航を目指し、「船舶安全管理規程」に基づき、安全

マネジメント態勢の確立に向けて取り組んできました。 

バス事業については、車両への安全対策装置の整備や社員教育の充実を図るなど、さらなる安全

輸送の確立に向けて取り組んできたほか、高速バス分野での競争激化が続くなか、インターネット

予約サービス「高速バスネット」の本格稼動による販売力の強化や超大型バス「青春メガドリーム

号」の運行開始等により、お客様の多様なニーズに対応した商品の提供に努めました。 

この結果、運輸業の営業収益は前期比 1.7％増の 8,649 億円、営業利益は前期比 0.8％減の 972 億

円となりました。 
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＜流通業＞ 

駅力向上のための「ＮｅｘＳｔａｔｉｏｎ Ｐｌａｎ（ネクステーションプラン）」を引き続き

推進し、セルフ販売型のニューキヨスク店舗やミニコンビニ「デイリーイン」の新規出店を進めた

ほか、オリジナル商品の開発や既存店舗の活性化にも取り組んできました。さらに、大阪駅に有名

デザートショップを集積した「デザートテラス」を開業するなど、駅構内での流通業の拡充を図り

ました。また、「ジェイアール京都伊勢丹」では、季節に応じた売場のリフレッシュや独自性の高い

商品の充実を図るなど、収益の拡大に向けて取り組みました。 

この結果、流通業の営業収益は前期比 3.2％増の 2,521 億円、営業利益は前期比 15.2％減の 50 億

円となりました。 

 

＜不動産業＞ 

岡山駅の橋上駅舎開業にあわせ、駅の東西を結ぶ連絡通路に面してショッピングセンター「サン

ステーションテラス岡山」を開業したほか、金沢駅前に大型ショッピングセンターを誘致した

「ＪＲ金沢駅ＮＫビル」を開業するなど、駅構内及び周辺用地の開発を推進しました。さらに、

社宅跡地等におけるマンション分譲を積極的に展開し、保有資産の有効活用を進めました。また、

大阪駅改良・新北ビル開発計画については、新北ビル建設工事に着手するなど、計画の着実な推進

に努めました。 

なお、兵庫県エリアのグループ駅ビル会社３社については、競合の激化や生活ニーズの多様化と

いった環境変化に迅速かつ的確に対応していくため、昨年７月に合併・統合しました。 

この結果、不動産業の営業収益は前期比 0.4％増の 760 億円、営業利益は前期比 3.5％増の 212 億

円となりました。 

 

＜その他事業＞ 

旅行業については、㈱日本旅行創業 100 周年を契機として設定した「赤い風船センテニアル」商

品の充実やインターネットによる販売の強化など、積極的な営業活動に取り組みました。また、

ホテル業については、宴会場や客室のリニューアル、料飲部門等における各種イベントの実施など、

販売促進に努めました。 

この結果、その他事業全体の営業収益は前期比 7.2％増の 3,003 億円、営業利益は前期比 9.2％増

の 125 億円となりました。 

 

 ③ 通期の見通し 

今後とも、厳しい経営環境が見込まれる中、安全最優先を基本に据えて、保有する経営資源を

最大限に活用し、企業価値の向上に取り組んでまいります。 

 

現時点での平成 20 年３月期の業績見通しは次のとおりです。 

売 上 高      １２,８５０億円 

営 業 利 益       １,２９２億円 

経 常 利 益        ９８５億円 

当期純利益        ５４８億円 
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（２）財政状態に関する分析 

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

税金等調整前当期純利益が増加したことなどから、営業活動によって得た資金は前年同期に比べ

245 億円多い 1,886 億円となりました。 

 

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

設備投資にかかる支出が増加したことなどから、投資活動によって支出した資金は前年同期に比

べ 300 億円多い 1,317 億円となりました。 

 

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

長期債務を 381 億円返済したことや配当金の支払いなどにより、財務活動によって支出した資金

は前年同期に比べ 147 億円少ない 546 億円となりました。 

 

以上の結果、現金及び現金同等物の当期末残高は、21 億円増の 575 億円となりました。 

 

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  15年３月期 16年３月期 17年３月期 18年３月期 19年３月期

自己資本比率 (%) １８.１ １９.９ ２２.２ ２３.９ ２５.３

時価ﾍ゙ ｽーの自己資本比率 (%) ３０.８ ３４.６ ３６.９ ４２.２ ４５.３

ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛー 対 

有利子負債倍率 (倍) ９.１ ８.０ ７.４ ６.１ ５.１

ｲﾝﾀﾚｽﾄ・ｶﾊ゙ ﾚｯｼ゙ ･ﾚｼｵ (倍) ２.５ ２.８ ３.１ ３.４ ３.６

（注）自己資本比率：自己資本／総資産 

   時価ﾍﾞｰｽの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

   ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ対有利子負債倍率：有利子負債／ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 

   ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ：（営業利益＋受取利息・配当金）／支払利息 

※ 各指標の算出は、連結ベースの財務数値によっております。 

※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

※ ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰは、営業ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰを使用しております。 

※ 有利子負債は、長期債務の有利子負債を使用しております。 

 

（３）利益配分に関する基本方針 

当社は、安定的な配当の継続を重視するとともに、将来にわたり健全かつ安定的な経営基盤を

確立するため、内部留保を充実させることを基本的な考え方としております。 

配当の具体的な考え方につきましては、資本構成における株主資本並びに長期債務の状況等を

踏まえ、営業収益を持続的に安定成長させ得ることを前提に、平成20年度までの期間におきまして、

１株当たり年間6,000円の配当を実施する予定であることを既にお示ししているところであります。 

当期の配当金については、中間配当金として既に１株当たり3,000円を実施したことから、期末

配当金については、１株当たり3,000円とすることを予定しております。 
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２．企 業 集 団 の 状 況  

 

最近の有価証券報告書（平成18年６月27日提出）における「事業系統図（事業の内容）」及び「関

係会社の状況」から重要な変更がないため開示を省略しております。 

 

 

 

 

３. 経 営 方 針  

 

当社は、平成17年４月25日、福知山線塚口・尼崎間において、106名のお客様の尊い命を奪い、

500名を超えるお客様を負傷させるという、極めて重大な事故を惹き起こしました。 

ここに改めましてお亡くなりになられた方々のご冥福をお祈り申しあげますとともに、ご遺族の

皆様には衷心よりお詫び申しあげます。また、お怪我をされた皆様には深くお詫び申しあげますと

ともに、一日も早いご快癒をお祈り申しあげます。 

お客様や株主の皆様並びに地元にお住まいの方々に対しまして、多大なるご心労、ご迷惑をおかけ

いたしましたことを深くお詫び申しあげます。 

当社としましては、「企業理念」、「安全憲章」のもと、「安全を最優先する企業風土」の構築に向

け、「安全性向上計画」の着実な実行に努めるとともに、「安全マネジメント態勢」の確立を図るな

ど、安心で信頼いただける鉄道づくりに全力を挙げて取り組み、お客様や社会からの信頼回復に

努めてまいる所存です。 

 

（１）経営の基本方針 

当社グループは、基幹事業である鉄道事業を中心とし、グループを挙げて「安全を最優先する

企業風土」の構築に取り組み、皆様からの信頼を早期に回復するとともに、企業グループとしての

持続的な発展を目指してまいります。 

具体的には、鉄道事業を核とし、鉄道を利用されるお客様を主たる対象としたサービスの提供や

駅及び駅周辺の資産の有効活用を主眼におき、流通業、不動産業等の事業を展開しております。

事業展開にあたっては、グループ全体としての持続的発展と企業価値の向上を目指し、グループ

一体の考え方を強化するとともに、経営資源の有効活用を図るなど、経営基盤の一層の強化に努め

てまいります。 

今後とも、厳しい経営環境が見込まれる中、「企業理念」、「安全憲章」のもと、安全最優先を基本

に据え、市場動向を的確に捉えながら、お客様に安心して繰り返し選択される質の高いサービス・

商品を提供すべく、戦略的かつタイムリーに諸施策を講じていくことにより、企業価値の向上に

取り組んでまいります。 
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（２）中長期的な経営戦略及び経営目標 

当社グループは、平成 18 年 10 月に平成 20 年度までのグループ中期経営目標の見直しを行い、

「安全を最優先する企業風土」の構築を経営目標として定め、「企業理念」、「安全憲章」のもと、「事故

で被害に遭われた方々への精一杯の対応」、「安全性向上のための取り組みの推進」等を重要な経営

課題に掲げ、全力で取り組んでいくこととしております。 

  

なお、平成20年度における経営指標は、グループ中期経営目標の見直しにおいて、以下のとおり

見通しております。 

連結ＲＯＡ（総資産営業利益率）        ５.８％ 

連結ＲＯＥ（自己資本当期純利益率）      ９.４％ 

連結営業収益            １２,７５０億円 

運輸収入               ７,６７５億円 

 

 

（３）対処すべき課題 

当社は、平成17年４月25日、福知山線塚口・尼崎間において惹き起こした極めて重大な事故によ

り、これまでに築き上げてきたお客様や社会からの信頼を大きく損なうこととなりました。 

被害に遭われた方々への対応につきましては、今後も引き続きご意見やご要望を真摯に受け止め、

全社を挙げて精一杯の対応を行ってまいります。 

また、国土交通省航空・鉄道事故調査委員会による調査に引き続き全面的に協力していくととも

に、調査報告書が示された場合には、内容を厳粛に受け止め、適切に対応してまいります。 

当社としては、安全第一を積み重ね、お客様や社会からの信頼を回復していくことが経営の最重要

課題であり、安心され、信頼される質の高い輸送サービスの提供を基盤に、当社グループ総体とし

て、社会に有益なサービスを提供し、収益の拡大を図りながら将来にわたり持続的に発展していく

ための確かな礎を築き上げていかなければならないと認識しております。 

こうした基本認識を踏まえ、新たに制定した「企業理念」と「安全憲章」の全社員への浸透・

具現化を図るとともに、グループ中期経営目標に掲げた「お客様の死傷事故ゼロ」「社員の重大労災

ゼロ」の実現に向け、安全性向上、信頼回復への集中的な取り組みを一層強力に推進してまいります。

さらに、会社発足 20 年の節目の年として、次の時代に向けた新たなビジョンづくりを進めるととも

に、意識面や業務運営全般にわたる変革に取り組んでまいります。 

  鉄道事業については、「安全性向上計画」の着実な実行を基盤とし、最大の経営目標である「安全を

最優先する企業風土の構築」を図るという認識のもと、引き続きＡＴＳなど保安設備の整備を進め

るとともに、安全確保のために大切な行動である「基本動作」の定着を図るべく、「指差・喚呼オン

リー・ワン企業グループ」を目指した取り組みを進めてまいります。さらに、決して事故を忘れる

ことなく将来にわたって事故の重大性を深く認識するために新たに設置した「鉄道安全考動館」を

活用して安全教育を強化するなど、さらなる安全性向上のための施策に重点的に取り組んでまいり

ます。また、昨年制定した「鉄道安全管理規程」のもと、安全に関する監査を実施して重要な課題

を抽出し改善していくなど、安全マネジメント態勢の確立に努めてまいります。 

 



西日本旅客鉄道株式会社(9021)平成 19年３月期決算短信  

９ 

さらに、本年７月には、新幹線鉄道事業の一体的な企画・運営体制の構築を目的に、鉄道本部に

「新幹線統括部」を設置するとともに、新幹線関係現場に対する支社機能として新たに「新幹線管

理本部」を設置いたします。 

輸送面、営業面については、厳しい競争環境の中にあって、平成 19 年３月に実施した在来線にお

けるダイヤ改正や山陽新幹線において平成19年７月に実施するＮ７００系車両の新規投入をはじめ

とするダイヤ改正により、お客様から安心、信頼していただける高品質な輸送サービスの提供に努め

てまいります。また、「ＤＩＳＣＯＶＥＲ ＷＥＳＴキャンペーン」を継続するとともに、50 歳以上

の方を対象とした旅クラブ「Ｃｌｕｂ ＤＩＳＣＯＶＥＲ ＷＥＳＴ」の新たな展開として、「京都」

に着目した取り組みを地元との連携のもとで進めてまいります。さらに、「お客様サービス部」を

営業本部に新設し、フロントサービスをはじめ駅や車両設備を含めたサービス全般におけるレベル

アップを図るとともに、「みどりの券売機」の増備や販売実務能力の向上に向けた社員教育の推進、

地方自治体等のご協力をいただきながらバリアフリー設備の整備を進めるなど、「ご利用いただきや

すい駅づくり」に取り組んでまいります。このほか、「エクスプレス予約」の利用促進や岡山・広島

地区における「ＩＣＯＣＡ（イコカ）」の導入、当社の様々な情報を提供しているホームページ

「ＪＲおでかけネット」のリニューアル等により、お客様サービスの向上に資するＩＴ化の推進に

努めてまいります。 

流通業、不動産業については、駅の魅力向上及びお客様の信頼獲得に向け、開発計画の推進や

京都駅ビル開業 10 周年に合わせたホテル・百貨店のリニューアル等、駅構内及び周辺用地での事業

拡充を図っていくほか、大阪駅改良・新北ビル開発計画については昨年10月に着工した新北ビル建設

の推進やアクティ大阪増築に向けた環境整備などの取り組みを着実に進めてまいります。また、

「ＩＣＯＣＡ」をご利用いただくお客様の利便性向上に向けて、電子マネー加盟店の拡大、他会社

との連携を引き続き積極的に推進してまいります。さらに、本年７月には、開発事業全体の戦略策定

機能の強化に向け、開発本部を創造本部として再編するなど、各施策に対する取り組みを一層強化

してまいります。 

企業の社会的責任（ＣＳＲ）の遂行にあたっては、その重要性を改めて認識し、ＣＳＲ推進委員会

を中心に一層の推進を図るとともに、コンプライアンス委員会や危機管理委員会を推進主体とし、

事業活動全般における適正な業務運営の確立をはじめとした取り組みに努めてまいります。また、

平成 20年度から適用される財務報告に係る内部統制の評価及び監査制度への対応も視野に入れた

内部統制機能の一層の充実を図ってまいります。 
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４．連 結 財 務 諸 表 

（１） 連 結 貸 借 対 照 表 
（単位：百万円）

当連結会計年度 前連結会計年度

（平成19年３月31日現在） （平成18年３月31日現在）

I  ２２６，１００  ２０７，８５９  １８，２４１

1.  ５７，８１４  ５６，０９３  １，７２１

2.  １９，０６９  １９，０９５ △ ２６

3.  ２２，６６７  １５，４３２  ７，２３５

4.  ５１，６０５  ４７，３２８  ４，２７７

5.  ─  ３ △ ３

6.  １９，３７９  １７，９３９  １，４３９

7.  １８，６７９  １９，４２６ △ ７４７

8.  ３７，２８１  ３２，８９１  ４，３９０

9. △ ３９７ △ ３５１ △ ４５

Ⅱ ２，１７５，４８４ ２，１４８，０６７  ２７，４１６

A. １，９７３，１４６ １，９５０，８８０  ２２，２６６

1. 建 物 及 び 構 築 物  ９６７，０４５  ９６１，７１１  ５，３３４

2. 機 械 装 置 及 び 運 搬 具  ２５４，１４７  ２５０，４９８  ３，６４８

3. 土 地  ６５８，５１９  ６５５，３１１  ３，２０７

4. 建 設 仮 勘 定  ６６，２９６  ５９，４４２  ６，８５３

5. そ の 他  ２７，１３８  ２３，９１６  ３，２２１

B.  ２２，１９７  ２２，２９２ △ ９４

C.  １８０，１３９  １７４，８９４  ５，２４４

1. 投 資 有 価 証 券  ６４，８４７  ６５，０２７ △ １７９

2. 繰 延 税 金 資 産  ９２，６９８  ８８，０２２  ４，６７６

3. そ の 他 の 投 資 等  ２３，２５３  ２２，５５２  ７００

4. 貸 倒 引 当 金 △ ６６０ △ ７０８  ４７

Ⅲ  ８２  ４２  ４０

２，４０１，６６７ ２，３５５，９６９  ４５，６９８

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

科　　　　　目

流 動 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

（ 資　　 産　　 の　　 部 ）

固 定 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

有 形 固 定 資 産

た な 卸 資 産

繰 延 資 産

資 産 合 計

増　　　減

未 収 金

有 価 証 券

未 収 運 賃

無 形 固 定 資 産

１０
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（単位：百万円）

当連結会計年度 前連結会計年度

（平成19年３月31日現在） （平成18年３月31日現在）

I  ５２８，７５７  ５４１，１４８ △ １２，３９１

1.  ５０，２７２  ４６，１５７  ４，１１４

2.  １３，１３７  １４，４４５ △ １，３０７

3.  ４９，３５２  ８８，９０４ △ ３９，５５１

4.  ３６，５３０  ３６，１３９  ３９１

5.  ３１  ３１  ─

6.  １２４，５６７  １０５，１１０  １９，４５６

7.  ５，３１２  ３，２７２  ２，０３９

8.  ２１，７１３  ３０，２３９ △ ８，５２５

9.  ７，７６４  １，８１０  ５，９５４

10.  ６６，６０１  ６０，３９０  ６，２１１

11.  ３０，５０７  ３０，５０３  ３

12.  ５６，４７５  ５３，０６８  ３，４０６

13.  １９８  ─  １９８

14.  ３４，３４８  ３４，３５６ △ ７

15.  ５１  ４４  ７

16.  ─  ２５９ △ ２５９

17.  ３１，８９０  ３６，４１３ △ ４，５２２

Ⅱ １，２３５，０６０ １，２２２，７９７  １２，２６２

1.  ２４９，９８１  ２２０，０００  ２９，９８１

2.  ２２３，２１１  ２１５，６６３  ７，５４７

3.  ４２７，３７２  ４６３，８５７ △ ３６，４８４

4.  ３１６  ３４８ △ ３１

5.  １１３  ７６  ３７

6.  ２１９，６９３  ２０１，６７７  １８，０１６

7.  ９，９３１  １４，４００ △ ４，４６８

8.  ７，４２６  ７，５４３ △ １１６

9.  ２３８  ２６２ △ ２４

10.  ９６，７７３  ９８，９６８ △ ２，１９４

１，７６３，８１７ １，７６３，９４５ △ １２８

 ─  ２７，７６９ ─

  

Ⅰ  ─  １００，０００  ─

Ⅱ  ─  ５５，０００  ─

Ⅲ  ─  ３９８，９１０  ─

Ⅳ  ─  １０，６７０ ─

Ⅴ ─ △ ３２７  ─

 ─  ５６４，２５４  ─

 
─ ２，３５５，９６９ ─

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

預 り 金

前 受 運 賃

未 払 消 費 税

短 期 借 入 金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

預 り 連 絡 運 賃

1 年 以 内 に 支 払 う 長 期 未 払 金

鉄 道 施 設 購 入 未 払 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

自 己 株 式

退 職 給 付 引 当 金

負 の の れ ん

そ の 他 の 固 定 負 債

耐 震 補 強 対 策 引 当 金

環 境 安 全 対 策 引 当 金

負 債 、 少 数 株 主 持 分
及 び 資 本 合 計

子 会 社 整 理 損 失 引 当 金

社 債

長 期 借 入 金

鉄 道 施 設 購 入 長 期 未 払 金

そ の 他 の 流 動 負 債

長 期 未 払 金

繰 延 税 金 負 債

（ 資　　 本　　 の　　 部 ）

固 定 負 債

繰 延 税 金 負 債

前 受 金

流 動 負 債

（ 負　　 債　　 の　　 部 ）

科　　　　　目

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

賞 与 引 当 金

１１

資　　　本　　　計

少 数 株 主 持 分

（ 少  数  株  主  持  分 ）

負　　　債　　　計

資 本 金

資 本 剰 余 金

増　　　減

完 成 工 事 補 償 引 当 金

1年以内に返済する長期借入金
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（単位：百万円）

当連結会計年度 前連結会計年度

（平成19年３月31日現在） （平成18年３月31日現在）

  

Ⅰ  ５９８，３３１  ─  ─

1.  １００，０００  ─  ─

2.  ５５，０００  ─  ─

3.  ４４３，６５８  ─  ─

4. △ ３２７  ─  ─

Ⅱ  ９，２１２  ─  ─

1.  ８，８６４  ─  ─

2.  ３４８  ─  ─

Ⅲ  ３０，３０５  ─  ─

 ６３７，８４９  ─  ─

２，４０１，６６７  ─  ─

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

株 主 資 本

科　　　　　目

（ 純　 資　 産　 の　 部 ）

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

少 数 株 主 持 分

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

評 価 ・ 換 算 差 額 等

負 債 純 資 産 合 計

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

純   資   産　  計

増　　　減

１２



西日本旅客鉄道株式会社(9021)平成19年３月期決算短信

 (２) 連 結 損 益 計 算 書 
(単位：百万円)

当連結会計年度 前連結会計年度
増　　　減

Ⅰ  ２２，８３７

Ⅱ  ２２，７１３

1. 運輸業等営業費及び売上原価  １９，７８１

2. 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  ２，９３２

営 業 利 益  １２３

Ⅲ  ７，１１７  ７，４６６ △ ３４９

1. 受 取 利 息 ・ 受 取 配 当 金  ３３１  ３７２ △ ４０

2. 持 分 法 に よ る 投 資 利 益  １，０１６  １，２１４ △ １９８

3. そ の 他 の 収 益  ５，７６９  ５，８７９ △ １１０

Ⅳ  ３８，３０４  ４０，５０３ △ ２，１９８

1. 支 払 利 息 ・ 社 債 利 息  ３７，２９８  ３９，７９９ △ ２，５００

2. そ の 他 の 費 用  １，００６  ７０４  ３０２

経 常 利 益  １０４，１５４  １０２，１８１  １，９７３

Ⅴ  ４７，３２８  ７８，５９４ △ ３１，２６６

1. 工 事 負 担 金 等 受 入 額  ３１，７１４  ５８，７２４ △ ２７，００９

2. 収 用 等 補 償 金 受 入 額  ２，５１４  ４，３９１ △ １，８７６

3. 固 定 資 産 売 却 益  ９，９９３  ８，９７１  １，０２１

4. そ の 他 の 利 益  ３，１０６  ６，５０７ △ ３，４０１

Ⅵ  ５０，６１０  １００，８８０ △ ５０，２６９

1. 工 事 負 担 金 等 圧 縮 損  ３１，０７６  ５８，３２８ △ ２７，２５２

2. 収 用 等 圧 縮 損  ２，５１３  ４，３８８ △ １，８７４

3. 耐震補強対策引当金繰入額  ─  １４，４００ △ １４，４００

4. 環境安全対策引当金繰入額  ─  ７，５４３ △ ７，５４３

5. そ の 他 の 損 失  １７，０２１  １６，２２０  ８００

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  １００，８７２  ７９，８９６  ２０，９７６

法人税、住民税及び事業税  ４４，３２０  ５０，２８０ △ ５，９５９

法 人 税 等 調 整 額 △ ２，８１６ △ １９，３０６  １６，４９０

少 数 株 主 利 益  ２，５７６  ２，３９６  １８０

当 期 純 利 益  ５６，７９１  ４６，５２５  １０，２６５

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

特 別 損 失

２０８，２９９

１３５，３４１

１，２４０，０９８

１，１０４，８８０

８９９，５１３

２０５，３６７

１３５，２１８

特 別 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

１，２６２，９３５

１，１２７，５９３

９１９，２９４

営 業 収 益

営 業 費

平成17年４月１日から平成18年４月１日から
科　　　　　　　目

平成18年３月31日まで平成19年３月31日まで

１３
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（３）連結株主資本等変動計算書

[連結株主資本等変動計算書]

当連結会計年度（平成18年４月１日から　平成19年３月31日まで） （単位：百万円）

100,000 55,000 398,910 △327 553,583 10,670 －　 10,670 27,769 592,023

― ― △12,000 ― △12,000 ― ― ― ― △12,000

― ― 56,791 ― 56,791 ― ― ― ― 56,791

― ― △43 ― △43 ― ― ― ― △43

― ― ― ― ― △1,806 348 △1,458 2,536 1,078

― ― 44,748 ― 44,748 △1,806 348 △1,458 2,536 45,826

100,000 55,000 443,658 △327 598,331 8,864 348 9,212 30,305 637,849

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

(参考)

連結剰余金計算書（前年度）

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

平 成 18 年 ３ 月 31 日 残 高

連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 合 計

平 成 19 年 ３ 月 31 日 残 高

連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額

連結子会社の合併に伴う
減 少 高

繰  延
ヘッジ
損  益

評  価
・

換  算
差額等
合  計

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

純資産
合　計

資本金
資  本
剰余金

利  益
剰余金

自  己
株  式

株  主
資  本
合  計

株　　　主　　　資　　　本

その他
有　価
証　券
評　価
差額金

評価・換算差額等

少  数
株  主
持  分

(単位:百万円)

前連結会計年度

Ⅰ 55,000

Ⅱ  55,000

 

Ⅰ  365,303

Ⅱ  46,740

1. 当 期 純 利 益  46,525

2.
連結子会社と非連結子会社の
合 併 に 伴 う 増 加 高  215

Ⅲ  13,134

1. 配 当 金  13,000

2. 役 員 賞 与  92

（ う ち 監 査 役 賞 与 ）

3. 連結子会社増加に伴う減少高 41

Ⅳ  398,910

(注)　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

利 益 剰 余 金 増 加 高

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

(6)  

平成17年４月１日から
平成18年３月31日まで

( 資 本 剰 余 金 の 部 )

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

資 本 剰 余 金 期 末 残 高

利 益 剰 余 金 期 末 残 高

科　　　　　目

( 利 益 剰 余 金 の 部 )
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（４）連結キャッシュ･フロー計算書 
（単位：百万円）

Ⅰ　

1. 税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  １００，８７２  ７９，８９６  ２０，９７６

2. 減 価 償 却 費  １１２，８２７  １１１，９００  ９２６

3. 工 事 負 担 金 等 圧 縮 損  ３１，０７６  ５８，３２８ △ ２７，２５２

4. 固 定 資 産 除 却 損  １２，６９２  １３，３６８ △ ６７６

5. 退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額  １８，０１６  １，７１１  １６，３０４

6. 賞 与 引 当 金 の 増 減 額 △ ７ △ １，６２５  １，６１８

7. そ の 他 の 引 当 金 の 増 減 額 △ ４，６４９  ２２，２１２ △ ２６，８６１

8. 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ ３３１ △ ３７２  ４０

9. 支 払 利 息  ３７，２９８  ３９，７９９ △ ２，５００

10. 持 分 法 に よ る 投 資 損 益 △ １，０１６ △ １，２１４  １９８

11. 工 事 負 担 金 等 受 入 額 △ ３１，７１４ △ ５８，７２４  ２７，００９

12. 売 上 債 権 の 増 減 額 △ １０，７３１ △ ８，４７６ △ ２，２５４

13. た な 卸 資 産 の 増 減 額 △ １，４３９ △ ２，１５９  ７１９

14. 仕 入 債 務 の 増 減 額  ２０，７３８ △ １２，８７７  ３３，６１５

15. 未 払 消 費 税 の 増 減 額  ２，０３９ △ ８２１  ２，８６１

16. そ の 他 △ ７，０５３  ９，２３８ △ １６，２９１

小 計  ２７８，６１７  ２５０，１８４  ２８，４３３

17. 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額  ２６５  ３７３ △ １０８

18. 利 息 の 支 払 額 △ ３７，３９８ △ ４０，２７１  ２，８７３

19. 法 人 税 等 支 払 額 △ ５２，８６５ △ ４６，２０５ △ ６，６６０

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー  １８８，６１８  １６４，０８０  ２４，５３７

Ⅱ　   

1. 定期預金（３ヶ月超）の預入による支出 △ ３３５ △ １２，１６０  １１，８２５

2. 定期預金（３ヶ月超）の払戻による収入  ７６５  １２，１６０ △ １１，３９５

3. 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ １７５，０２４ △ １５６，１５５ △ １８，８６８

4. 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入  ４，２７２  ４，１７２  １００

5. 工 事 負 担 金 等 受 入 額  ４１，８５８  ４２，８９９ △ １，０４１

6. 投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ １，９６１ △ ５１３ △ １，４４７

7. 貸 付 け に よ る 支 出 △ ６８９ △ ２８２ △ ４０７

8. 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入  ２６６  １０，３９６ △ １０，１３０

9. そ の 他 △ ９２８ △ ２，２８２  １，３５４

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ １３１，７７６ △ １０１，７６５ △ ３０，０１０

Ⅲ　    

1. 短 期 借 入 金 の 増 減 額 （ 純 額 ）  ２，１３９  ２，８６３ △ ７２４

2. 長 期 借 入 れ に よ る 収 入  ５７，１００  １２，３００  ４４，８００

3. 長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ ８９，１３５ △ ３０，９８３ △ ５８，１５２

4. 社 債 の 発 行 に よ る 収 入  ２９，９８１  ─  ２９，９８１

5. 鉄道施設購入長期未払金の支払による支出 △ ３６，０９３ △ ３８，４２５  ２，３３２

6. 配 当 金 の 支 払 額 △ １２，００２ △ １３，００１  ９９８

7. 少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 △ １１２ △ １１２  ０

8. そ の 他 △ ６，５６６ △ ２，０３８ △ ４，５２７

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ ５４，６９０ △ ６９，３９７  １４，７０７

Ⅳ  ２，１５１ △ ７，０８３  ９，２３４

Ⅴ  ５５，４３３  ６２，２４１ △ ６，８０７

Ⅵ  ─  ２７５ △ ２７５

Ⅶ  ５７，５８４  ５５，４３３  ２，１５１

(注)　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

項　　　　　　　　目

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額

増　　　減
当連結会計年度

平成19年３月31日まで
平成18年４月１日から

前連結会計年度

平成17年４月１日から
平成18年３月31日まで

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高

新 規 連 結 等 に 伴 う
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

１５
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（５）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１．連結の範囲に関する事項（連結子会社の数） 67 社 

連結子会社は、㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本ﾎﾃﾙ開発、㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本伊勢丹、京都駅ﾋﾞﾙ開発㈱、㈱日本旅行、

中国ｼﾞｪｲｱｰﾙﾊﾞｽ㈱、㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本ﾃﾞｲﾘｰｻｰﾋﾞｽﾈｯﾄ、西日本ｼﾞｪｲｱｰﾙﾊﾞｽ㈱、大阪ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ㈱、天王寺ﾀ

ｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ㈱、ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本不動産開発㈱、ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本商事㈱、㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ、㈱ｼﾞ

ｪｲｱｰﾙ西日本ﾃｸﾉｽ、西日本電気ｼｽﾃﾑ㈱のほか 53 社であります。 

なお、平成 18 年７月１日に、㈱明石ｽﾃｰｼｮﾝ・ｾﾝﾀｰ及び芦屋ｽﾃｰｼｮﾝﾋﾞﾙ㈱は神戸ｽﾃｰｼｮﾝ開発㈱と合併し

て消滅し、存続会社の神戸ｽﾃｰｼｮﾝ開発㈱は神戸 SC 開発㈱に社名を変更しております。 

 

２．会計処理基準に関する事項（繰延資産の処理方法） 

社債発行費は、支出時に全額費用処理しております。 

連結子会社の開発費は、その効果の及ぶ期間にわたって規則的に償却しております。 

 

なお、上記「１．連結の範囲に関する事項（連結子会社の数）」及び「２．会計処理基準に関する事項 

（繰延資産の処理方法）」以外は、最近の有価証券報告書（平成 18 年６月 27 日提出）における記載から

重要な変更がないため開示を省略しております。 

 

 

 

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

 

１．貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

当連結会計年度より、｢貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準｣（企業会計基準第５号 平成

17 年 12 月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号 平成 17 年 12 月９日）を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は 607,195 百万円であります。 

なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の連結財務諸表規則により作成しております。 

 

２．金融商品に関する会計基準 

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号 平成 18 年８月 11 日改

正）を適用しております。これにより、第12回社債（平成18年７月 28日）及び第13回社債（平成19年

２月19日）の発行に伴い発生した社債発行差金18百万円については、社債金額から直接控除しております。 

 

３．企業結合に係る会計基準 

当連結会計年度より、「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成 15 年 10 月 31 日）、及び

「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 10 号 平成

18 年 12 月 22 日改正）を適用しております。 

 

４．繰延資産の会計処理 

当連結会計年度より、「繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会実務対応報

告第 19 号 平成 18 年８月 11 日）を適用しております。 
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（７）注  記  事  項 

（連結貸借対照表関係） 

１． 有形固定資産の減価償却累計額  

     （当連結会計年度）   （前連結会計年度） 

 ２,５６３,５３０百万円 ２,４９１,９４９百万円

２． 保証債務  

     （当連結会計年度）   （前連結会計年度） 

 ６,０２０百万円 ６,０８７百万円

３． 社債の債務履行引受契約に係る偶発債務 

     （当連結会計年度）   （前連結会計年度） 

     ― 百万円 ２５,０００百万円

４． 担保提供資産 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

    （当連結会計年度）   （前連結会計年度） 

預 金 

建物及び構築物 

土  地 

投 資 有 価 証 券 

２３０百万円

２１,６７４百万円

１９０百万円

２６９百万円

２３０百万円

３０,６９７百万円

１９０百万円

３７１百万円

計 ２２,３６４百万円 ３１,４８８百万円

担保付債務は次のとおりであります。 

 

    （当連結会計年度）   （前連結会計年度） 

長 期 借 入 金 

１年以内に返済 

する長期借入金 

その他流動負債 

その他固定負債 

６,４６０百万円

６５０百万円

２,１０３百万円

― 百万円

７,１１０百万円

 

７０５百万円

―  百万円

      ２,１７１百万円

 

計 ９,２１３百万円 ９,９８６百万円

なお、このほか旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関する法律の一部を改正する法律

（平成 13 年法律第 61 号）附則第７条の規定に基づき、当社の総財産を社債の一般担保に供しており

ます。 

   （当連結会計年度）   （前連結会計年度） 

 
 

 １７５,０００百万円 ２００,０００百万円

５.  福知山線列車事故に関する事項 

   今後、福知山線列車事故に伴う補償などの支出が見込まれますが、これらについては、現時点では 

金額等を合理的に見積もることは困難であります。 
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（連結損益計算書関係） 

研究開発費の総額 １． 

    （当連結会計年度）   （前連結会計年度） 

      ６,４０３百万円               ６,７７０百万円

   

２． 減損損失 

当社グループは、減損損失の算定に当たって、継続的な収支の把握を行っている運輸業、流通業及びそ

の他事業については主として各事業毎に、不動産業、廃止に関する意思決定済みの資産及び遊休資産につ

いては主として個別物件毎にグルーピングを行っております。その結果、地価の下落により、廃止に関す

る意思決定済みの資産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を「その他の損失」（242

百万円）として特別損失に計上しております。 

 

廃止に関する意思決定済みの資産 

広島市内に保有する社宅土地    ２４２百万円 

 

なお、当資産グループの回収可能価額については、正味売却価額により測定しており、路線価に基づき

算定しております。 

 

 

（連結株主資本等変動計算書関係） 

１． 発行済株式の種類及び株式数に関する事項 

種  類 
平成18年３月31日現在 

株式数(株) 

当連結会計年度 

増加株式数 

当連結会計年度 

減少株式数 

平成19年３月31日現在

株式数(株) 

普 通 株 式 2,000,000 ― ― 2,000,000 

２． 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

種  類 
平成18年３月31日現在 

株式数(株) 

当連結会計年度 

増加株式数 

当連結会計年度 

減少株式数 

平成19年３月31日現在

株式数(株) 

普 通 株 式     885 ― ―      885 

３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決 議 株式の種類 
配当金の総額 

(百万円) 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

平成18年６月23日 

定時株主総会 
普通株式 6,000 3,000 平成18年３月31日 平成18年６月26日 

平成18年10月31日 

取 締 役 会 
普通株式 6,000 3,000 平成18年９月30日 平成18年12月８日 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議（予定） 株式の種類 
配当金の総額 

(百万円) 
配当の原資

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 

平成19年６月下旬 

定時株主総会 
普通株式 6,000 利益剰余金 3,000 平成19年３月31日 未  定 
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 

（当連結会計年度） 

                                                                     （平成 19 年３月 31 日現在） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との調整  

 

 現金及び預金勘定 

 

５７,８１４百万円 

 現金及び預金勘定（３ヵ月超の定期預金） △   ２３０百万円  

 現金及び現金同等物 ５７,５８４百万円 

 

 

（前連結会計年度） 

（平成 18 年３月 31 日現在） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との調整  

 

 現金及び預金勘定 

 

５６,０９３百万円 

 現金及び預金勘定（３ヵ月超の定期預金） △   ６６０百万円  

 現金及び現金同等物 ５５,４３３百万円 
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（８）退  職  給  付  

 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けており

ます。また、一部の連結子会社は、確定拠出型の制度である中小企業退職金共済制度に加盟しております。 

なお、従業員の退職に際して割増退職金を支払う場合があります。 

 

２．退職給付債務に関する事項（平成 19 年３月 31 日現在） 

                                                               （単位：百万円） 

イ．退職給付債務                                            △ ３７６,３７５ 

ロ．年金資産                                                     １１,９４３ 

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）                           △ ３６４,４３１ 

ニ．会計基準変更時差異の未処理額                                 ９９,２８３ 

ホ．未認識数理計算上の差異                      ４８,００９ 

へ．未認識過去勤務債務                                     △   ２,２３５ 

ト．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ）             △  ２１９,３７５ 

チ．前払年金費用                                                  ３１８ 

リ．退職給付引当金（ト－チ）  （注）                      △ ２１９,６９３ 

（注） 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

 

３．退職給付費用に関する事項（平成 18 年４月１日から 平成 19 年３月 31 日まで） 

                                                                 （単位：百万円） 

イ．勤務費用（注）                                               １５,８５２ 

ロ．利息費用                                                       ７,９３２ 

ハ．期待運用収益                                              △      ２６４ 

ニ．会計基準変更時差異の費用処理額                               ３１,４５８ 

ホ．数理計算上の差異の費用処理額                                  ７,２９１ 

へ．過去勤務債務の費用処理額                                     １,９７５ 

ト．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ）                      ６４,２４５ 

（注） 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ．勤務費用」に計上しており

ます。 

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ．退職給付見込額の期間配分方法                               期間定額基準 

ロ．割引率                                                  主として ２.０％ 

ハ．期待運用収益率                                          主として ２.５％ 

  ニ．会計基準変更時差異の処理年数                            主として  １０年 

 ホ．数理計算上の差異の処理年数                             主として  １０年 

 へ．過去勤務債務の処理年数                   主として  一括 
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（９）税 効 果 会 計 

 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 (単位:百万円) 

項     目 当連結会計年度 

繰 延 税 金 資 産 

 賞 与 引 当 金 １４,０１０ 

 未 払 事 業 税 １,９３１ 

 退 職 給 付 引 当 金 ８９,２３６ 

 固 定 資 産 未 実 現 利 益 

繰 越 欠 損 金 

そ の 他 

６,６９８ 

２０７ 

２３,４１５ 

繰 延 税 金 資 産 小 計 １３５,４９９ 

評 価 性 引 当 額 

繰 延 税 金 資 産 合 計 

△  ５,４４４  

１３０,０５５ 

繰 延 税 金 負 債  

 そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 △  ５,７０２ 

 固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 △ １１,３１３ 

 連 結 子 会 社 の 資 産 の 評 価 差 額 △  １,４４３ 

 そ の 他 △    ５３０ 

繰 延 税 金 負 債 合 計 △ １８,９８９ 

繰 延 税 金 資 産 の 純 額  １１１,０６５  

 

(注) 当連結会計年度における繰延税金資産及び繰延税金負債の純額は、連結貸借対照表の以下の 

項目に含まれております。 

 

流動資産－繰延税金資産        １８,６７９百万円 

固定資産－繰延税金資産        ９２,６９８百万円 

流動負債－繰延税金負債          １９８百万円 

固定負債－繰延税金負債          １１３百万円 

 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因になった主な項目別の内訳 

 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異が法定実効税率の 100 分の５以下であ

るため、記載を省略しております。 
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（10）セ グ メ ン ト 情 報  

 
１  事業の種類別セグメント情報 

前連結会計年度（平成17年４月１日～平成18年３月31日）                               （単位：百万円） 

 運 輸 業 流 通 業 不動産業 その他事業 計 
消去又は 
全  社 

連  結 

Ⅰ 売上高及び営業損益 
  売   上   高 
(1)  外部顧客に対する売上高 

 
 

834,537 203,942 62,884 138,734

 
 

1,240,098 － 1,240,098
(2)  セグメント間の内部売上高 
    又 は 振 替 高 

 
16,308 40,532 12,818 141,503

 
211,162 (211,162) －

計 850,846 244,474 75,702 280,238 1,451,261 (211,162) 1,240,098

営 業 費 用 752,835 238,517 55,201 268,778 1,315,332 (210,452) 1,104,880
営 業 利 益 98,010 5,957 20,501 11,459 135,928 (710) 135,218

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資 本 的 支 出 
資       産 

 
 

1,769,956 72,445 286,432 216,572

 
 

2,345,406 10,563 2,355,969
  減 価 償 却 費 91,955 2,307 10,395 7,241 111,900 － 111,900
  資 本 的 支 出 140,262 3,548 9,080 8,186 161,078 － 161,078

当連結会計年度（平成18年４月１日～平成19年３月31日）                               （単位：百万円） 

 運 輸 業 流  通  業 不動産業 その他事業 計 
消去又は 
全  社 

連  結 

Ⅰ 売上高及び営業損益 
  売   上   高 
(1)  外部顧客に対する売上高 

 
 

848,586 208,185 62,725 143,438

 
 

1,262,935 － 1,262,935
(2)  セグメント間の内部売上高 
    又 は 振 替 高 

 
16,391 43,993 13,308 156,884

 
230,578 (230,578) －

計 864,978 252,178 76,033 300,323 1,493,514 (230,578) 1,262,935

営 業 費 用 767,703 247,125 54,814 287,814 1,357,457 (229,863) 1,127,593
営 業 利 益 97,274 5,053 21,219 12,508 136,056 (715) 135,341

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資 本 的 支 出 
資       産 

 
 

1,792,324 76,218 282,757 256,404

 
 

2,407,704 (6,037) 2,401,667
  減 価 償 却 費 93,079 2,503 10,481 6,763 112,827 － 112,827
  資 本 的 支 出 146,156 3,922 23,246 10,115 183,440 － 183,440
（注）１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．事業区分の方法 
             日本標準産業分類を基本に、経営の多角化の実態が具体的かつ適切に開示できるよう事業を区分しております。 

３．各事業区分の主な事業内容 
  運    輸    業  …鉄道事業、船舶事業、旅客自動車運送事業を行っております。 
  流    通    業 …百貨店業、物販・飲食業、各種物品等卸売業を行っております。 
  不  動  産  業 …不動産販売・賃貸業、ショッピングセンター運営業を行っております。 
  そ の 他 事 業 …ホテル業、旅行業、物品賃貸業、建設事業等を行っております。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、当社の余資運用資金（現金及び預金）、繰延税金
資産等であります。 

             前連結会計年度    154,818 百万円 
             当連結会計年度    151,261 百万円 

２ 所在地別セグメント情報 
前連結会計年度及び当連結会計年度については、在外子会社及び在外支店がないため記載すべき事項はありません。 

３ 海外売上高 
  前連結会計年度及び当連結会計年度については、海外売上高がないため記載すべき事項はありません。 
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（11）１株当たり情報 

 

１株当たり純資産額  

                      （当連結会計年度）         （前連結会計年度） 

３０３,９０６円５２銭        ２８２,２４５円００銭      

１株当たり当期純利益金額 

                      （当連結会計年度）         （前連結会計年度） 

２８,４１５円０７銭         ２３,２８１円９６銭       

 

（注）1.潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

2.１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 当連結会計年度 

平成 18 年４月 １日から

平成 19 年３月 31 日まで

前連結会計年度 

平成 17 年４月 １日から

平成 18 年３月 31 日まで

１株当たり当期純利益金額 

 当期純利益（百万円） ５６,７９１ ４６,５２５

 普通株主に帰属しない金額（百万円） △１３ △１７

 （うち利益処分による役員賞与金） （△１３） （△１７）

 普通株式に係る当期純利益（百万円） ５６,８０４ ４６,５４３

 期中平均株式数（千株） １,９９９ １,９９９

 

 
 
（開示の省略） 
リース取引、有価証券、デリバティブ取引、関連当事者との取引に関する注記事項については、決算短

信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略しております。 
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５．個 別 財 務 諸 表 

（１） 貸 借 対 照 表 
（単位：百万円）

Ⅰ １４３，７６９　 １３１，４１７　 　 １２，３５１　

1. ３９，５３６　 ４４，７００　 △ ５，１６４　

2. ２６，２９８　 １６，９２３　 　 ９，３７５　

3. ２４，６３４　 ２１，４１４　 　 ３，２２０　

4. ４，０７６　 ４，０７０　 　 ５　

5. １８，４０４　 １２，０５３　 　 ６，３５０　

6. ６，２１７　 ５，４０９　 　 ８０８　

7. １，８０５　 １，７２９　 　 ７５　

8. １３，９０７　 １４，５２１　 △ ６１４　

9. ９，０４９　 １０，６５６　 △ １，６０７　

10. △ １６１　 △ ６４　 △ ９７　

Ⅱ ２，００８，１０６　 １，９７０，７４８　 　 ３７，３５７　

Ａ １，５４８，２９２　 １，５３９，２４６　 　 ９，０４５　

Ｂ ５５６　 ６１６　 △ ５９　

Ｃ ６０，４４５　 ５３，８６９　 　 ６，５７６　

Ｄ ７２，６１７　 ７４，４１５　 △ １，７９７　

Ｅ ６１，２５１　 ５７，８１７　 　 ３，４３３　

Ｆ ２６４，９４３　 ２４４，７８３　 　 ２０，１５９　

1. 関 係 会 社 株 式 １２２，９８７　 １２２，８２９　 　 １５８　

2. 投 資 有 価 証 券 ２１，９５０　 ２４，６７２　 △ ２，７２１　

3. 長 期 貸 付 金 ３２，８８２　 １４，９６４　 　 １７，９１８　

4. 長 期 前 払 費 用 ４，３１６　 ４，６１１　 △ ２９５　

5. 繰 延 税 金 資 産 ７９，８４５　 ７５，６０９　 　 ４，２３６　

6. そ の 他 の 投 資 等 ３，２５２　 ２，３７９　 　 ８７２　

7. 貸 倒 引 当 金 △ ２９１　 △ ２８２　 △ ８　

２，１５１，８７５　 ２，１０２，１６６　 　 ４９，７０９　

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

船 舶 事 業 固 定 資 産

関 連 事 業 固 定 資 産

各 事 業 関 連 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

投 資 そ の 他 の 資 産

資 産 合 計

２４

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

鉄 道 事 業 固 定 資 産

貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

未 収 金

未 収 収 益

短 期 貸 付 金

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

未 収 運 賃

（ 資　　 産　　 の　　 部 ）

(平成19年３月31日現在) (平成18年３月31日現在)

当　期　末 前　期　末
増　　　減科　　　　　目
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（単位：百万円）

Ⅰ ５０５，６３０　 ５１３，６７２　 △ ８，０４１　

1. １１７，１３９　 １２８，５６７　 △ １１，４２８　

2. ３４，８７６　 ４１，４７１　 △ ６，５９５　

3. ３６，５３０　 ３６，１３９　 　 ３９１　

4. ３１９　 １９，６００　 △ １９，２８１　

5. １４７，８８２　 １２２，４７３　 　 ２５，４０８　

6. １８，７９７　 １９，０５８　 △ ２６０　

7. ３，４７４　 １，３８１　 　 ２，０９２　

8. １５，０６５　 ２３，２０７　 △ ８，１４２　

9. ８，１０１　 ２，３３４　 　 ５，７６７　

10. １２，１６２　 １０，８６２　 　 １，２９９　

11. ３０，４６３　 ３０，４５５　 　 ８　

12. ５３，８９４　 ５０，７５２　 　 ３，１４２　

13. ３７１　 ３４４　 　 ２６　

14. ２６，５０５　 ２６，９８７　 △ ４８２　

15. ４７　 ３６　 　 １０　

Ⅱ １，１１２，９２４　 １，０８６，２６４　 　 ２６，６６０　

1. ２４９，９８１　 ２２０，０００　 　 ２９，９８１　

2. １９９，６９８　 １７７，４７４　 　 ２２，２２４　

3. ４２７，３７２　 ４６３，８５７　 △ ３６，４８４　

4. ２，２９２　 ２，６１２　 △ ３１９　

5. ２０１，１８８　 １８２，９６９　 　 １８，２１９　

6. ９，９３１　 １４，４００　 △ ４，４６８　

7. ７，４２６　 ７，５４３　 △ １１６　

8. １５，０３２　 １７，４０７　 △ ２，３７４　

１，６１８，５５５　 １，５９９，９３６　 　 １８，６１８　

Ⅰ －　 １００，０００　 　 －　

Ⅱ －　 ５５，０００　 　 －　

－　 ５５，０００　 　 －　

Ⅲ －　 ３３７，６３３　 　 －　

1. －　 １１，３２７　 　 －　

2. －　 ２４８，９８２　 　 －　

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 －　 ８，９８２　 　 －　

別 途 積 立 金 －　 ２４０，０００　 　 －　

3. －　 ７７，３２３　 　 －　

Ⅳ －　 ９，５９６　 　 －　

－　 ５０２，２２９　 　 －　

－　 ２，１０２，１６６　 　 －　

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

前 受 収 益

耐 震 補 強 対 策 引 当 金

そ の 他 の 固 定 負 債

長 期 借 入 金

鉄 道 施 設 購 入 長 期 未 払 金

長 期 未 払 金

退 職 給 付 引 当 金

環 境 安 全 対 策 引 当 金

（ 資　　 本　　 の　　 部 ）

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

賞 与 引 当 金

そ の 他 の 流 動 負 債

未 払 法 人 税 等

預 り 連 絡 運 賃

預 り 金

前 受 運 賃

前 受 金

固 定 負 債

社 債

負　　　　　債　　　　　計

未 払 金

未 払 費 用

未 払 消 費 税

1年以内に支払う長期未払金

（ 負　　 債　　 の　　 部 ）

流 動 負 債

短 期 借 入 金

1年以内に返済する長期借入金

当　期　末 前　期　末

増　　　減科　　　　　目
(平成19年３月31日現在) (平成18年３月31日現在)

鉄 道 施 設 購 入 未 払 金

当 期 未 処 分 利 益

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

資　　　　　産　　　　　計

負 債 ・ 資 本 合 計

２５
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（単位：百万円）

Ⅰ ５２５，３１６　 －　 －　

1. １００，０００　 －　 －　

2. ５５，０００　 －　 －　

資 本 準 備 金 ５５，０００　 －　 －　

3. ３７０，３１６　 －　 －　

(1) 利 益 準 備 金 １１，３２７　 －　 －　

(2) そ の 他 利 益 剰 余 金 ３５８，９８９　 －　 －　

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 １５，４３６　 －　 －　

別 途 積 立 金 ２６０，０００　 －　 －　

繰 越 利 益 剰 余 金 ８３，５５３　 －　 －　

Ⅱ ８，００３　 －　 －　

８，００３　 －　 －　

５３３，３２０　 －　 －　

２，１５１，８７５　 －　 －　

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

その他有価証券評価差額金

２６

純　　　資　　　産　　　計

負 債 純 資 産 合 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等

（ 純　 資　 産　 の　 部 ）

利 益 剰 余 金

資 本 金

資 本 剰 余 金

株 主 資 本

(平成19年３月31日現在) (平成18年３月31日現在)

科　　　　　目

当　期　末 前　期　末

増　　　減
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（２） 損 益 計 算 書 
（単位：百万円）

Ⅰ

1. 　 ８４７，１７６　 　 ８３３，１６５　 　 １４，０１１　

2. 　 ７４９，９５８　 　 ７３５，５４８　 　 １４，４０９　

　 ９７，２１８　 　 ９７，６１７　 △ ３９８　

Ⅱ 　 　

1. 　 ４０３　 　 ３９４　 　 ９　

2. 　 ５４４　 　 ５０２　 　 ４２　

△ １４１　 △ １０８　 △ ３３　

Ⅲ

1. 　 １８，２２９　 　 １７，７２０　 　 ５０９　

2. 　 ６，３４１　 　 ６，２５１　 　 ８９　

　 １１，８８８　 　 １１，４６９　 　 ４１９　

　 １０８，９６６　 　 １０８，９７８　 △ １１　

Ⅳ 　 ５，５０７　 　 ５，２１８　 　 ２８８　

1. 　 ７８２　 　 ５８６　 　 １９５　

2. 　 ４，７２５　 　 ４，６３２　 　 ９３　

Ⅴ 　 ３６，７８７　 　 ３８，２０７　 △ １，４２０　

1. 　 ３６，２０８　 　 ３７，８５０　 △ １，６４２　

2. 　 ５７８　 　 ３５６　 　 ２２１　

　 ７７，６８６　 　 ７５，９８９　 　 １，６９７　

Ⅵ 　 ４５，１１２　 　 ７６，７０３　 △ ３１，５９１　

1. 　 ３１，７１４　 　 ５８，７２４　 △ ２７，００９　

2. 　 ２，５０４　 　 ４，０１７　 △ １，５１２　

3. 　 ９，５７８　 　 ８，８７４　 　 ７０３　

4. 　 １，３１５　 　 ５，０８７　 △ ３，７７２　

Ⅶ 　 ４７，００３　 　 ９５，６３５　 △ ４８，６３１　

1. 　 ３１，０７６　 　 ５８，３２８　 △ ２７，２５２　

2. 　 ２，５０３　 ４，０１４　 △ １，５１１　

3. 　 －　 　 １４，４００　 △ １４，４００　

4. －　 ７，５４３　 △ ７，５４３　

5. １３，４２３　 １１，３４８　 　 ２，０７５　

　 ７５，７９５　 　 ５７，０５７　 　 １８，７３７　

　 ３３，６４０　 　 ３９，３２７　 △ ５，６８７　

△ ２，５２８　 △ １７，４１０　 　 １４，８８１　

　 ４４，６８３　 　 ３５，１４０　 　 ９，５４２　

　 －　 　 ４８，１８２　 　 －　

　 －　 　 ６，０００　 　 －　

　 －　 　 ７７，３２３　 　 －　

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

２７

そ の 他 の 利 益

特 別 損 失

工 事 負 担 金 等 圧 縮 損

固 定 資 産 売 却 益

平成18年４月１日から 平成17年４月１日から

当 　　 期 前　　　期

増　　　減

平成19年３月31日まで 平成18年３月31日まで

鉄 道 事 業 営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 費

科　　　　　目

鉄 道 事 業 営 業 利 益

船 舶 事 業 営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 費

船 舶 事 業 営 業 利 益

関 連 事 業 営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 費

関 連 事 業 営 業 利 益

全 事 業 営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 ・ 受 取 配 当 金

そ の 他 の 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息 ・ 社 債 利 息

そ の 他 の 費 用

収 用 等 圧 縮 損

経 常 利 益

特 別 利 益

工 事 負 担 金 等 受 入 額

収 用 等 補 償 金 受 入 額

耐震補強対策引当金繰入額

そ の 他 の 損 失

環境安全対策引当金繰入額

前 期 繰 越 利 益

中 間 配 当 額

当 期 未 処 分 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益



西日本旅客鉄道株式会社(9021)平成19年３月期決算短信

（３）株主資本等変動計算書

当事業年度（平成18年４月１日から　平成19年３月31日まで） （単位：百万円）

固　定
資　産
圧　縮
積立金

別　途
積立金

繰　越
利　益
剰余金

100,000 55,000 11,327 8,982 240,000 77,323 337,633 492,633 9,596 502,229 

剰 余 金 の 配 当 △ 12,000 △ 12,000 △ 12,000 △ 12,000 

当 期 純 利 益 44,683 44,683 44,683 44,683 

固定資産圧縮積立金繰入
（ 前 期 分 ）

4,185 △ 4,185 

固定資産圧縮積立金繰入
（ 当 期 分 ）

4,512 △ 4,512 

固定資産圧縮積立金取崩
（ 前 期 分 ）

△ 991 991 

固定資産圧縮積立金取崩
（ 当 期 分 ）

△ 1,252 1,252 

別 途 積 立 金 繰 入 20,000 △ 20,000 

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額)

△ 1,592 △ 1,592 

6,453 20,000 6,229 32,683 32,683 △ 1,592 31,090 

100,000 55,000 11,327 15,436 260,000 83,553 370,316 525,316 8,003 533,320 

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

株　主
資　本
合　計

その他
有　価
証　券
評　価
差額金

純資産
合　計

株　　　主　　　資　　　本
評価・
換　算
差額等

資　本
剰余金

平 成 19 年 ３ 月 31 日 残 高

利　益　剰　余　金

利　益
準備金

利　益
剰余金
合　計

平 成 18 年 ３ 月 31 日 残 高

資本金
資　本
準備金

その他利益剰余金

事 業 年 度 中 の 変 動 額

事業年度中の変動額合計

２８
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平成１９年４月２７日 
西日本旅客鉄道株式会社 

 
【連結決算】 

 

１. 経営成績  ※連結参考資料 連１参照                 （単位：億円、％） 

 18 年度  17 年度 増減 前年比 記 事 

営  業  収  益 12,629 12,400 228 101.8 ４期連続の増収 

営  業  費  用 11,275 11,048 227 102.1  

営  業  利  益 1,353 1,352 1 100.1 ７期連続の増益 

経  常  利  益 1,041 1,021 19 101.9 ７期連続の増益 

特  別  損  益 △ 32 △ 222 190  

当 期 純 利 益 567 465 102 122.1 ２期ぶりの増益 

 

 

(1) 営業収益  1 兆 2,629 億円  （対前年 ＋228 億円 101.8％） 

・当社は、運輸収入の増等により 145 億円の増収。 

・子会社は、物販飲食業、旅行業、百貨店業等の増収により 83 億円の増収｡ 

 

(2) 営業費用  1 兆 1,275 億円  （対前年 ＋227 億円 102.1％） 

・当社は、人件費の減などがあったものの、修繕費、業務費の増等により 145 億円の増加。 

・子会社は、売上原価等の増により 81 億円の増加。 

 

(3) 営業利益     1,353 億円  （対前年 ＋  1 億円 100.1％） 

・当社は、営業費用が増加したものの、営業収益も増収となったことから、ほぼ前年並み。 

・子会社は、１億円の増益。 

 

(4) 経常利益     1,041 億円 （対前年 ＋ 19 億円 101.9％） 

・支払利息減等により営業外損益が改善。 

 

(5) 特別損益     △ 32 億円 （対前年 ＋190 億円） 

 

(6) 当期純利益    567 億円 （対前年 ＋102 億円 122.1％） 

・営業収益は、当社、子会社ともに増収。 
・営業利益、経常利益、当期純利益は増益。 
・連結子会社数 67 社、持分法適用会社 ４社。 

平成 18 年度 決算について 



 ２

 

２. セグメント情報  ※連結参考資料 連１参照                

(1) 運輸業 （当社、西日本ｼﾞｪｲｱｰﾙﾊﾞｽ㈱、中国ｼﾞｪｲｱｰﾙﾊﾞｽ㈱、嵯峨野観光鉄道㈱） 

（単位：億円、％） 

 18 年度  17 年度 増減 前年比 記 事 

営 業 収 益 8,649 8,508 141 101.7

営 業 利 益 972 980 △ 7 99.2

鉄道事業 運輸収入増 
当社の物件費増等 

 

(2) 流通業 （㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本ﾃﾞｲﾘｰｻｰﾋﾞｽﾈｯﾄ、㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本伊勢丹 他８社） 

（単位：億円、％） 

 18 年度  17 年度 増減 前年比 記 事 

営 業 収 益 2,521 2,444 77 103.2

営 業 利 益 50 59 △ 9 84.8

物販飲食業、百貨店業増 
売上原価増、経費増 

 

(3) 不動産業 （大阪ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ㈱、京都駅ﾋﾞﾙ開発㈱、ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本不動産開発㈱ 他 18 社） 

（単位：億円、％） 

 18 年度  17 年度 増減 前年比 記 事 

営 業 収 益 760 757 3 100.4

営 業 利 益 212 205 7 103.5

ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰ事業増 
 

 

(4) その他事業 （㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本ﾎﾃﾙ開発、㈱日本旅行、㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本ﾃｸﾉｽ 他 30 社） 

（単位：億円、％） 

 18 年度  17 年度 増減 前年比 記 事 

営 業 収 益 3,003 2,802 200 107.2

営 業 利 益 125 114 10 109.2

旅行業、工事業増 
 

 

 

３. 財政状態  ※連結参考資料 連２参照                    

（単位：億円） 

 18 年度末 17 年度末 増減 記 事 

流動資産 2,261 2,078 182
未収金等 115 

短期貸付金 28 

固定資産 21,754 21,480 274 有形固定資産等 153 
資産の部 

計 24,016 23,559 456  

流動負債 5,287 5,411 △ 123 １年以内長期借入金等返済 

固定負債 12,350 12,227 122 退職給付引当金増 負債の部 

計 17,638 17,639 △  1  

(再掲：長期債務) (9,867) (10,249) (△ 381) 当社 △100、子会社 △280 

少数株主持分 － 277 △ 277  

純資産の部 6,378 5,642 735

(再掲：少数株主持分) (303) － (303)

当期純利益 567 

 

負
債 

純
資
産
の
部 

合 計 24,016 23,559 456  

 

４. キャッシュ・フローの状況  ※連結参考資料 連３参照            

（単位：億円）  

 18 年度 17 年度 増減 記 事 

営 業 活 動 1,886 1,640 245  

投 資 活 動 △1,317 △1,017 △ 300 設備投資増 

フリー・キャッシュ・フロー 568 623 △  54

財 務 活 動 △  546 △  693 147 長期借入金等返済 

現金及び現金同等物の増減 21 △  70 92

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増 － 2 △   2

現金及び現金同等物の期末残高 575 554 21



 ３

５. 19 年度通期の連結業績予想  ※連結参考資料 連４参照 

           （単位：億円、％）  

 
19 年度 
予 想 

18 年度 
実 績 

増 減 前年比 記 事 

営  業  収  益 12,850 12,629 220 101.7
当 社：定期外収入増 

子会社：不動産販売賃貸業､ 

物販飲食業､百貨店業増

営  業  費  用 11,558 11,275 282 102.5 税制改正に伴う減価償却費の増 

営  業  利  益 1,292 1,353 △  61 95.5

経  常  利  益 985 1,041 △  56 94.6  

特  別  損  益 △  17 △  32 15 51.8

当 期 純 利 益 548 567 △  19 96.5

 

 



 ４

【単体決算】 

 
１. 経営成績  ※単体参考資料 単１及び単１-２参照 

  （単位：億円、％）

 18 年度  17 年度 増減 前年比 記 事 

営 業 収 益 8,658 8,512 145 101.7 ３期連続の増収 

営 業 費 用 7,568 7,423 145 102.0  

営 業 利 益 1,089 1,089 △  0 100.0 ２期連続の減益 

経 常 利 益 776 759 16 102.2 ７期連続の増益 

特 別 損 益 △ 18 △ 189 170  

当 期 純 利 益 446 351 95 127.2 ２期ぶりの増益 
 

 

(1) 営業収益  8,658 億円 （対前年 ＋145 億円 101.7％） 

   ① 運輸収入  7,658 億円  （対前年 ＋ 93 億円 101.2％） 

鉄道旅客運輸収入の内訳 （単位:億円、％）

 18 年度  17 年度 増減 前年比 記 事 

新 幹 線 3,286 3,238 48 101.5 ４期連続の増収 

京阪神 3,024 2,975 48 101.6 ６期ぶりの増収 

その他 1,343 1,347 △ 3 99.8 11 期連続の減収 

在 

来 

線 計 4,368 4,322 45 101.1 11 期ぶりの増収 

鉄道旅客運輸収入 7,654 7,560 94 101.2 ３期連続の増収 

・新幹線においては、前年度に開催された愛知万博の反動があるものの、ダイヤ改正による利

便性の向上などによりご利用が好調であったことなどから48億円の増収。 

・京阪神においては、前年度の福知山線列車事故による運休があったことなどにより48億円の

増収。 

② その他の収入 999 億円 （対前年 ＋ 51 億円 105.4％） 

・部外関連工事や会社間清算に伴う収入の増などにより前年を上回った。 

 

(2) 営業費用  7,568 億円 （対前年 ＋145 億円 102.0％） 

・在籍社員数減による人件費の減があったものの、安全性向上のための取り組み等による修繕

費、業務費の増等により 145 億円の増加。 

 

(3) 営業利益  1,089 億円 （対前年 △  0 億円 100.0％） 

・営業費用が増加したものの、営業収益においても増収となったことから、ほぼ前年並み。 

 

(4) 経常利益   776 億円 （対前年 ＋ 16 億円 102.2％） 

・支払利息の減など、営業外費用が 14 億円減少したことにより営業外損益が改善。 

 

(5) 特別損益   △ 18 億円 （対前年 ＋170 億円） 

・前年度に耐震補強対策引当金及び環境安全対策引当金を計上したことなどから損失が減少。 

 

(6) 当期純利益  446 億円 （対前年 ＋ 95 億円 127.2％） 

・２期ぶりの増益。 

 

 

 

 

・営業収益、運輸収入は増収、営業利益は減益、経常利益、当期純利益は増益。 

・運輸収入では、定期外収入は＋73 億円、定期収入は＋20 億円といずれも増収。 
・営業費用は、修繕費、業務費など物件費の増等により前年を上回った。 
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２. 財政状態  ※単体参考資料 単２参照 

     （単位：億円）

 18 年度末 17 年度末 増減 記 事 

流動資産 1,437 1,314 123
短期貸付金 63 

未収金 32 

固定資産 20,081 19,707 373

鉄道事業等固定資産 137 

長期貸付金 179 

繰延税金資産 42 

資産の部 

計 21,518 21,021 497  

流動負債 5,056 5,136 △  80
未払金 254 

短期借入金 △ 114 

固定負債 11,129 10,862 266
社債･長期借入金等 154 

退職給付引当金 182 

負 債 

の 部 

計 16,185 15,999 186

(再掲：長期債務) (9,510) (9,611) (△ 100)  

純資産の部 5,333 5,022 310 当期純利益 446 

負
債 

純
資
産
の
部 

合    計 21,518 21,021 497  

 

 

３. 設備投資 

（単位：億円、％） 

 18 年度 17 年度  増 減 前年比 

設  備  投  資 1,557 1,421 135 109.6 

 自 己 資 金 1,172 1,063 108 110.2 

 負  担  金 385 357 27 107.6 

 

 

４. 19 年度通期の業績予想  ※単体参考資料 単３参照 

          （単位：億円、％）  

 19 年度 
予 想 

18 年度 
実 績 

増 減 前年比 記 事 

営   業   収   益 8,695 8,658 36 100.4  

 運 輸 収 入 7,720 7,658 61 100.8 定期外収入の増 

 そ の 他 収 入 975 999 △ 24 97.6  

営   業   費   用 7,675 7,568 106 101.4
税制改正に伴う減価償却

費の増 

営   業   利   益 1,020 1,089 △ 69 93.6  

経   常   利   益 710 776 △ 66 91.4  

特   別   損   益 0 △  18 18  

当 期 純 利 益 420 446 △ 26 94.0  

 



損　益　計　算　書　（連 結）

（単位：億円、％）

比　率

当 　社 運輸収入増

 228 101.8 子会社 物販飲食業、百貨店業、旅行業増

 227 102.1 当 　社 人件費減、物件費増

子会社 売上原価等増

 1,353  1,352  1 100.1

△ 311 △ 330  18 94.4  支払利息減

 71  74 △ 3 95.3

 383  405 △ 21 94.6

 1,041  1,021  19 101.9

△ 32 △ 222  190

 473  785 △ 312 60.2

 506  1,008 △ 502 50.2

 1,008  798  209 126.3

 415  309  105 134.0

 25  23  1 107.5

 567  465  102 122.1

（注）１．[　 ] は、H19.1.31 発表の業績予想値を示しております。

　　　２．<　 > は、連単倍率を示しております。

セ　グ　メ　ン　ト　別　実　績
（単位：億円、％）

比　率

　 8,649 　 8,508 　 141 101.7 ・ 鉄道事業　運輸収入増

　 972 　 980 △ 7 99.2

　 2,521 　 2,444 　 77 103.2 ・ 物販飲食業、百貨店業増

　 50 　 59 △ 9 84.8

　 760 　 757 　 3 100.4 ・ ショッピングセンター事業増

　 212 　 205 　 7 103.5

　 3,003 　 2,802 　 200 107.2 ・ 旅行業、工事業増

　 125 　 114 　 10 109.2

不動産業

税引前当期純利益

営 業 収 益

営業収益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

当 期 純 利 益

特 別 損 失

営業収益

営業利益

営業収益

営業利益

平成17年度

営 業 費 用

科      目

12,629 12,400

11,275 11,048

項      目

対　前　年

備　　　　考

備　　　　考

< 1.27 > < 1.32 >

平成18年度

平成18年度 平成17年度
増  減

対　前　年

営 業 利 益

法 人 税 等

増  減

少 数 株 主 利 益

< 1.46 > < 1.46 >

そ の 他
事  　業

営 業 外 損 益

特 別 損 益

特 別 利 益

運 輸 業

流 通 業

営 業 外 収 益

営業利益

営業収益

営業利益

連結参考資料

[12,554]

[ 1,283]

[  954]

[  513]

連－１



貸  借  対  照  表  （連 結）

平成18年度 (単位:億円)

平 成 18 年 度 平 成 17 年 度

期 末 期 末

2,261 2,078 　 182 115

28

21,754 21,480 274

19,290 19,137 153 0

662 594 68

1,801 1,748 52 46

繰     延    資    産 0 0 0

当  社  21,357億円（△1,121億円）

24,016 23,559 456

平 成 18 年 度 平 成 17 年 度

期 末 期 末

5,287 5,411 △ 123

859 1,250 △ 391

4,428 4,160 267 194

62

12,350 12,227 122

9,008 8,998 10

2,196 2,016 180

1,144 1,212 △ 67

17,638 17,639 △ 1

－ 277 △ 277

5,983 5,535 447

1,000 1,000 －

550 550 －

4,436 3,989 447 　配　  当　  金　 △ 120

3 3 － 　当 期 純 利 益　 567

92 106 △ 14

303 － 303

6,378 5,642 735

24,016 23,559 456

自 己 資 本 比 率 25.3% 23.9%
総資産営業利益率（ＲＯＡ） 5.7% 5.7%

負 債 計

預 り 金

未 払 金

預 り 保 証 金 等

社 債 ･ 長 期 借 入 金 等

退 職 給 付 引 当 金

固 定 負 債

資 本 準 備 金

資 産 増

その他有価証券評価差額金等

増　減 備          考

長期債務残高

備          考増　減

短 期 貸 付 金

未 収 金 等

科　       　　　　目

未 払 金 等

流 動 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

固 定 資 産

資
　
　
　
　
産
　
　
　
　
の
　
　
　
　
部

負
　
　
債
　
　
・
　
　
純
　
　
資
　
　
産
　
　
の
　
　
部

純 資 産 計

合       計

株 主 資 本

少 数 株 主 持 分

少 数 株 主 持 分

評 価・換 算 差 額 等

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

繰延税金資産

資 産 増 減

合       計

科　       　　　　目

１年以内長期借入金等

有 形 固 定 資 産 等

建 設 仮 勘 定

流 動 負 債

△ △

期　首 増　加 減　少 期　末

当  社 16,681 1,524 △1,386 16,819

子会社 2,455 243 △228 2,471

合  計 19,137 1,768 △1,615 19,290

18年度末 17年度末 増  減

当  社 9,510 9,611 △ 100

子会社 357 637 △ 280

合  計 9,867 10,249 △ 381

 

  連－２



（単位：億円）

1,000 550 3,989 △3 5,535 106 － 106 277 5,920

― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― △120 ― △120 ― ― ― ― △120

― ― 567 ― 567 ― ― ― ― 567

― ― △0 △0 △0

― ― ― ― ― △18 3 △14 25 10

― ― 447 ― 447 △18 3 △14 25 458

1,000 550 4,436 △3 5,983 88 3 92 303 6,378

連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 合 計

平 成 19 年 ３ 月 31 日 残 高

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
連結会計年度中の変動額(純額)

平 成 18 年 ３ 月 31 日 残 高

連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額

連結子会社の合併に伴う減少高

評価・換算差額等

少  数
株  主
持  分繰  延

ヘッジ
損  益

評  価
・

換  算
差額等
合  計

連－２－２

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 (連 結)

純資産
合　計

資本金
資  本
剰余金

利  益
剰余金

自  己
株  式

株  主
資  本
合  計

株　　　主　　　資　　　本

その他
有　価
証　券
評　価
差額金



（単位：億円）

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,008 798  209

減 価 償 却 費 1,128 1,119  9

工 事 負 担 金 等 圧 縮 損 310 583 △ 272

退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額 180 17  163

賞 与 引 当 金 の 増 減 額 0 16  16

工 事 負 担 金 等 受 入 額 317 587  270

法 人 税 等 支 払 額 528 462 △ 66

そ の 他 104 187 △ 83

計 (Ａ) 1,886 1,640  245

固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 1,750 1,561 △ 188 設備投資

工 事 負 担 金 等 受 入 額 418 428 △ 10

そ の 他 13 114 △ 101

計 (Ｂ) 1,317 1,017 △ 300

568 623 △ 54 当社 △370、子会社 △51

長 期 債 務 の 増 減 額 381 571  189

長 期 債 務 の 増 加 額 870 123  747 社債、長期借入金

長 期 債 務 の 減 少 額 1,252 694 △ 558

短 期 借 入 金 の 増 減 額 21 28 △ 7

配 当 金 の 支 払 額 121 131  9

そ の 他 65 20 △ 45

計 (Ｄ) 546 693  147

21 70  92

554 622 △ 68

－ 2 △ 2

575 554  21

投
　
資
　
活
　
動

営
　
　
　
　
業
　
　
　
　
活
　
　
　
　
動

キャッシュ・フロー計算書 (連 結)

 

 

△

△

 

（Ｈ=Ｅ+Ｆ+Ｇ)

現金及び現金同等物の期首残高 (Ｆ)  

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額 ( Ｇ )
新 規 連 結 等 に 伴 う

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高

 

△

 

 

△

△

 

△

△

△

△ △

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長期借入金等返済

 

  

 

△

△

△

△

  

△

△

△

△

期　　　末

 

 

現金及び現金同等物の増減額 (Ｅ=Ｃ+Ｄ）

△

△

△

 

財
　
　
務
　
　
活
　
　
動

 

 

 

フリー・キャッシュ･フロー(Ｃ=Ａ+Ｂ)

備　　　　　　　　考

【18年度の主な内訳】
項                  目 増　　減

平成18年度
期　　　末

平成17年度

連－３



平　成　19　年　度　通　期　業　績　予　想　（連　結）

（単位：億円、％）

比率

< 1.48 > < 1.46 >
当 　社 定期外収入増

 12,850  12,629  220 101.7
子会社 不動産販売賃貸業､物販飲食業､百貨店業増

 11,558  11,275  282 102.5
当　社 減価償却費増

子会社 売上原価等増

 1,292  1,353 △ 61 95.5

△ 307 △ 311  4 98.4

 985  1,041 △ 56 94.6

△ 17 △ 32  15 51.8

 968  1,008 △ 40 96.0

< 1.30 > < 1.27 >

 548  567 △ 19 96.5 営業収益減、営業費用減
営業収益減、特別利益減

（注）１．[　 ] は、中間期を示しております。
　　　２．<　 > は、連単倍率を示しております。

セ　グ　メ　ン　ト　別　通　期　業　績　予　想
（単位：億円、％）

比率

営 業 収 益  8,676 　 8,649  26 100.3 ・ 鉄道事業　定期外収入増

営 業 利 益  901 　 972 △ 71 92.6
減価償却費増

営 業 収 益  2,536 　 2,521  14 100.6 ・ 物販飲食業、百貨店業増

営 業 利 益  52 　 50  1 102.9

営 業 収 益  892 　 760  131 117.3 ・ 不動産販売賃貸業増

営 業 利 益  222 　 212  9 104.6

営 業 収 益  3,035 　 3,003  31 101.1 ・ 旅行業増

営 業 利 益  124 　 125 △ 1 99.1

（注） 記載金額は、単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

当 期 純 利 益

営 業 費 用

営 業 利 益

経 常 利 益

営 業 外 損 益

特 別 損 益

税 引 前 当 期 純 利 益

流 通 業

不動産業

項　　　目

そ の 他
事  　業

運 輸 業

備          考

備          考
平成19年度
業 績 予 想

平成18年度
実　　　績

平成19年度
業 績 予 想

平成18年度
実　　　績 増  減

対　前　年

項      目

営 業 収 益

増  減

対　前　年

[   315]

[00,572]

[ 0 741]

[ 6,272]

連－４



（単位：億円、％）

比 率

8,658 8,512 145 101.7

運 輸 収 入 7,658 7,565 93 101.2

運輸附帯収入 225 225 △ 0 99.7

関連事業収入 182 177 5 102.9

そ の 他 収 入 591 544 46 108.6

7,568 7,423 145 102.0

人 件 費 2,725 2,761 △ 36 98.7  在籍社員数減

物 件 費 3,379 3,200 178 105.6  業務費・修繕費増

線路使用料等 246 247 △ 0 99.8

租 税 公 課 281 287 △ 5 98.0  固定資産税減

減 価 償 却 費 935 925 9 101.0  設備投資増

1,089 1,089 △ 0 100.0

△ 312 △ 329 17 94.8

営 業 外 収 益 55 52 2 105.5

営 業 外 費 用 367 382 △ 14 96.3  支払利息減

776 759 16 102.2

△ 18 △ 189 170 10.0

特 別 利 益 451 767 △ 315 58.8  工事負担金等受入額、固定資産売却益 等

特 別 損 失 470 956 △ 486 49.1  工事負担金等圧縮損、固定資産除却損、

 前期：耐震補強対策引当金・

 　　　環境安全対策引当金繰入 等

757 570 187 132.8

311 219 91 142.0

446 351 95 127.2

（注）［　］は、H19.1.31発表の業績予想値を示しております。

当 期 純 利 益

経 常 利 益

特 別 損 益

税引前当期純利益

法 人 税 等

営 業 外 損 益

営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 費 用

損  益  計  算  書 (単 体）

科　　　目 平成18年度 平成17年度
増　減

備　　　　　　　　考
対　前　年

18年度 17年度 比 率

運 輸 附 帯 収 入 225 225 △ 0 99.7
　構 内 営 業 料 67 68 △ 0 99.0
　広    告    料 56 55 　 0 101.2
　高架下等貸付料 87 87 　 0 100.3
　駐 車 場収入等 12 13 △ 0 93.6

　関 連 事 業 収 入 182 177 　 5 102.9
　不動産賃貸収入 137 135 　 1 101.1
  そ    の    他 45 41 　 3 108.7

合    　計 407 402 　 4 101.1

増 減

いわゆる関連事業収入内訳

18年度 17年度 比 率

 鉄　      　道 7,655 7,561 　 93 101.2
  定          期 1,508 1,488 　 20 101.4

  定    期    外 6,145 6,071 　 73 101.2

  荷          物 0 0 △ 0 39.1

 船　      　舶 3 3 　 0 102.8

合    　計 7,658 7,565 　 93 101.2

運 輸 収 入 内 訳
増 減

[8,610]

[710]

[410]

[1,030]

単体参考資料

単－１



鉄道旅客輸送量・ 鉄道旅客運輸収入の対前年比較

 （単位：百万人㌔、億円）

定 期 650 630 19 103.1 82 79 2 102.9

定期外 14,514 14,218 295 102.1 3,204 3,158 46 101.5

合 計 15,164 14,848 315 102.1 3,286 3,238 48 101.5

定 期 22,922 22,708 213 100.9 1,426 1,408 17 101.3

定期外 15,592 15,270 322 102.1 2,941 2,913 27 101.0

合 計 38,514 37,979 535 101.4 4,368 4,322 45 101.1

定 期 18,536 18,280 256 101.4 1,153 1,134 18 101.6

定期外 10,265 9,992 273 102.7 1,871 1,840 30 101.6

合 計 28,801 28,272 529 101.9 3,024 2,975 48 101.6

定 期 4,385 4,428 △ 42 99.0 273 274 △ 0 99.8

定期外 5,327 5,278 48 100.9 1,070 1,072 △ 2 99.8

合 計 9,712 9,706 5 100.1 1,343 1,347 △ 3 99.8

定 期 23,572 23,339 232 101.0 1,508 1,488 20 101.4

定期外 30,106 29,488 617 102.1 6,145 6,071 73 101.2

合 計 53,678 52,828 850 101.6 7,654 7,560 94 101.2

平成18年度 平成17年度

全社計

輸　　送　　人　　キ　　ロ

項　　　　　　目

在来線

在
来
線
内
訳

京阪神

その他

新幹線

対前年
平成17年度 平成18年度増　減

運　　　輸　　　収　　　入

(%)
対前年比

(%)
対前年
増　減

対前年比

単－１－２



　　貸  借  対  照  表 （単 体）

（単位：億円）

平 成 18 年度 平 成 17 年度
期 末 期 末

流     動     資     産 1,437 1,314  123 短 期 貸 付 金 63     

未 収 金 32     

固     定     資     産 20,081 19,707  373

16,819 16,681  137 資 産 増 1,524  

資 産 減 △ 1,386  

（う ち 減 価 償 却 費　 △　935）

612 578  34

2,649 2,447  201 長 期 貸 付 金 179    

繰延税金資産 42     

合           計 21,518 21,021  497

平 成 18 年度 平 成 17 年度
期 末 期 末

流     動     負     債 5,056 5,136 △ 80

717 972 △ 254

4,339 4,164  174 未 払 金 254    
短 期 借 入 金 △ 114    

固     定     負     債 11,129 10,862  266

8,793 8,639  154 長期債務残高     
    18年度末　･･･ 9,510  

2,011 1,829  182     17年度末　･･･ 9,611  
△　100

323 393 △ 69

負        債         計 16,185 15,999  186

株     主     資     本 5,253 4,926  326
1,000 1,000  －
550 550  － 資 本 準 備 金

3,703 3,376 326
利 益 準 備 金 113 113  －
そ の 他 利 益 剰 余 金 3,589 3,263 326

固定資産圧縮積立金 154 89 64
別　途　積　立　金 2,600 2,400  200
繰 越 利 益 剰余金 835 773  62

80  95 △ 15 その他有価証券評価差額金
純     資     産      計 5,333 5,022  310

合           計 21,518 21,021  497

自 己 資 本 比 率 24.8％ 23.9％
総資産営業利益率（ＲＯＡ） 5.1％ 5.2％

評 価 ・ 換 算 差 額  等　

増  減

増  減

資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金

そ の 他 の 固 定 負 債

１ 年 以 内 長 期 借 入 金 等

未 払 金 等

社 債 ・ 長 期 借 入 金 等

退 職 給 付 引 当 金

備             考

備             考科               目

科               目

鉄 道 事 業 等 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

投 資 そ の 他 の 資 産

資
　
　
　
産
　
　
　
の
　
　
　
部

負
　
　
債
　
・
　
純
　
　
資
　
　
産
　
　
の
　
　
部

 単－２



（単位：億円）

固　定
資　産
圧　縮
積立金

別　途
積立金

繰　越
利　益
剰余金

1,000 550 113 89 2,400 773 3,376 4,926 95 5,022

剰 余 金 の 配 当 △120 △120 △120 △120

当 期 純 利 益 446 446 446 446

固定資産圧縮積立金繰入
（ 前 期 分 ）

41 △41

固定資産圧縮積立金繰入
（ 当 期 分 ）

45 △45

固定資産圧縮積立金取崩
（ 前 期 分 ）

△9 9

固定資産圧縮積立金取崩
（ 当 期 分 ）

△12 12

別 途 積 立 金 繰 入 200 △200

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額)

△15 △15

64 200 62 326 326 △15 310

1,000 550 113 154 2,600 835 3,703 5,253 80 5,333

株　主
資　本
合　計

その他
有　価
証　券
評　価
差額金

純資産
合　計

株　　　主　　　資　　　本
評価・
換　算
差額等

資　本
剰余金

その他利益剰余金

利　益　剰　余　金

資本金

資　本
準備金

利　益
準備金

利　益
剰余金
合　計

平 成 18 年 ３ 月 31 日 残 高

事 業 年 度 中 の 変 動 額

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書（単 体）

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計

平 成 19 年 ３ 月 31 日 残 高

単－２－２



平 成 19 年 度 通 期 業 績 予 想（単 体）

（単位：億円、％）

比　率

8,695 8,658 36 100.4

運 輸 収 入 7,720 7,658 61 100.8  定期外収入増

そ の 他 収 入 975 999 △ 24 97.6

7,675 7,568 106 101.4  税制改正に伴う

1,020 1,089 △ 69 93.6

　　減価償却費の増 等 

△ 310 △ 312 2 99.1

710 776 △ 66 91.4

0 △ 18 18 

710 757 △ 47 93.7

420 446 △ 26 94.0

（注） [　　］は、中間期を示しております。

営 業 費 用

当 期 純 利 益

経 常 利 益

営 業 外 損 益

営 業 利 益

特 別 損 益

税引前当期純利益

営 業 収 益

項　　　　　目 備　　　　　考
業 績 予 想 実 績

対　前　年

増　減

平成19年度 平成18年度

[4,310]

[  470]

[  270]

[　640]

単－３



（単位：人、億円）

連　　結 単　　体 連　　結 単　　体

43,354 25,465 43,093 25,830 

－　 ［28,768］ －　 ［29,493］

617 574 590 543 

3,264 1,697 3,202 1,829 

－　 1,489 －　 1,407 

1,128 935 1,119 925 

△ 369 △ 354 △ 394 △ 372 

受取利息・配当金 3 7 3 5 

支 払 利 息 △ 372 △ 362 △ 397 △ 378 

9,867 9,510 10,249 9,611 

（注） 連結・単体の従業員数は就業人員ベースです。

平成17年度 平成18年度 平成19年度

実　　　績 実　　　績 業績予想

（連　結） ％ 5.7 5.7 5.3 

（連　結） ％ 8.5 9.7 8.7 

（連　結）億円 12,400 12,629 12,850 

（単　体）億円 7,565 7,658 7,720 

（連　結）億円 1,253 1,449 1,900 

（単　体）億円 1,063 1,172 1,600 

（連　結）億円 10,249 9,867 9,720 

（単　体）億円 9,611 9,510 9,470 

長 期 債 務 残 高

項　　　　　　　　　　目

Ｒ Ｏ Ａ

Ｒ Ｏ Ｅ

営 業 収 益

運 輸 収 入

設備投資（自己資金）

修 繕 費

退 職 手 当 支 給 人 員

長 期 債 務 残 高

金 融 収 支

減 価 償 却 費

諸　　　元　　　表

退 職 手 当

［ 期 末 在 籍 社 員 数 ］

項　　　　　目
平 成 18 年 度

従 業 員 数

平 成 17 年 度

共通参考資料

共－１



 
平成 19 年度の主な取り組み 

 
 
○ 事業運営における重点実施事項 
 
(1)被害に遭われた方々への精一杯の対応及び事故を決して忘れないための取り組み 

 
・ ご遺族様等のご意見やご要望を真摯に受け止め、社長をはじめ各役員を先頭に、｢福知山線
列車事故ご被害者対応本部｣を中心として、全社を挙げて精一杯の対応を行っていく。 

・ ｢鉄道安全考動館｣の活用や事故現場への訪問等の取り組みを通して、事故の悲惨さや安全の
大切さを社員一人ひとりが自らのものとして受け止め、安全確保に向けた具体的な行動に結び
付けるよう努めていく。 

 
(2)安全性向上のための集中的取り組み 

 
①｢安全性向上計画｣の着実な実行 
(ｱ)｢安全憲章｣の具現化に向けた取り組み 
・ ｢基本動作｣の実行、確認会話の導入による確実な確認の励行 
・ より効果的、合理的な｢指差･喚呼｣への見直し及びその実行の徹底 
・ 事故が発生した場合の｢併発事故の阻止｣及び｢お客様の救護｣を迅速かつ適切に行う
ための、事故を想定した訓練や救命講習の受講等の継続実施 

 
(ｲ)｢安全ミーティング｣の継続実施 
・ 経営トップと社員との活発な意見交換等の場としての継続した実施 
・ 各職場が主体的に行っている課題解決に向けた取り組みに対する積極的な支援 
 

(ｳ)｢事故の芽｣や｢気がかり事象｣の活用 
・ ｢報告する文化｣の醸成、報告内容の分析結果の迅速、確実なフィードバック 
・ お客様の死傷事故、社員の重大労災につながる事象の抽出、的確な防止策の実施 

 
(ｴ)安全教育の強化 
・ 安全教育全体の体系化、教育カリキュラム･教材の充実、通信研修の活用 
・ ｢鉄道安全考動館｣における安全対策の体系的な理解を図るための研修の実施 

 
(ｵ)ハード対策の推進 
・ ｢安全性向上計画｣各項目におけるハード対策の実施 
・ 風速計･地震計整備、労働災害防止対策、土木防災の取り組み等の確実な推進 
・ お客様の安全確保のための誘導･警告ブロック、非常停止ボタン等の設備の整備 

 
(ｶ)｢安全研究所｣における研究の着実な推進 
・ ｢安全研究所｣における各研究テーマの着実な推進 

 
②｢指差･喚呼オンリー･ワン企業グループ｣に向けた取り組み 
・ ｢指差･喚呼｣の有効性を社員一人ひとりが理解し、あらゆる場面での実行とそのレベルアップ
に企業グループを挙げて取り組み、｢指差･喚呼オンリー･ワン企業グループ｣となることを目指す。 

 
③｢安全マネジメント態勢｣の確立 
(ｱ)｢安全推進会議｣等を通じたＰＤＣＡサイクルの確立 
・ ｢安全推進会議｣等における事故の再発防止対策の審議･決定､実施状況のトレース等の

実施、課題の抽出、改善策の立案 
 

(ｲ)グループ会社との連携強化 
・ グループ会社社長会、安全連絡会等の定期的な開催を通じた安全問題に関する当社の
方針の徹底 

・ 各社の状況把握及び意見交換の実施によるグループ会社と一体となった安全性向上に
向けた取り組みの推進 
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(ｳ)労働災害防止に向けた取り組みの推進 

・ 可搬型ＡＴＳ地上子やＧＰＳ式列車接近警報装置等の導入の推進 

・ 労働災害全般の未然防止及び社員の健康増進に向けた危険性･有害要因の調査分析の

実施、安全衛生委員会の活性化及び労働安全衛生マネジメントシステムに沿った取り組み

の深度化 

 

(3)変革の推進 

 

・ ｢変革の推進｣は、信頼の回復、将来の持続的発展のため、安全性向上と両輪をなすものと

して強力に推進していく。そのため、仕事の仕組み、業務プロセス、社員の意識等、当社の

業務運営全般において様々な角度から変革を推進する。 

・ ｢変革は本社から｣との認識のもと、｢企業理念｣に掲げたあるべき姿の実現に向けて議論を

深め、課題を共有化し、具体的推進を図っていくとともに、徹底した無駄の排除等、仕事の

仕組みや手続等の見直しを大胆に行っていく。 

 

(4)人材育成のための取り組み強化 

 

・ 有為な人材の確保、｢実務能力向上｣のための効果的な教育等を進めるとともに、グループ

全体としての人事マネジメントを一層強化する。 

・ 社員一人ひとりが働きがい、やりがいを実感でき、能力を最大限に発揮できるよう、人事制度

の充実等を図る。 

 

(5)お客様に選択いただける質の高いサービス･商品の提供 

 

①鉄道事業 

(ｱ)お客様に安心、信頼される高品質な輸送サービスの提供 

・ ７月の新幹線ダイヤ改正におけるＮ７００系車両の新規投入 

・ 故障予防のための設備、車両のメンテナンス強化 

・ 快適で満足いただける車両の提供に向けた車内美化、新車投入、車両改造の推進 

・ 地上設備における乗り心地の改善 

・ お客様に対する情報提供充実のためのホームページの活用、駅構内におけるプラズマ

ディスプレイ(ＰＤＰ)、異常時用ＬＥＤの増備 

・ 救命救急体制の整備に向けた社員の普通救命講習の受講推進 

 

(ｲ)ＣＳ(お客様満足)を重視した施策の積極的推進 

・ ｢サービス向上委員会｣等のサービス推進体制の刷新 

・ 営業本部における既存組織の再編 

 

(ｳ)新幹線マーケティングの一層の推進 

・ ｢のぞみ号の東京～博多毎時２本化｣、｢エクスプレス予約｣等の既実施施策の深度化 

・  ｢Ｎ７００系車両新規投入｣等の効果を最大限に引き出すための徹底したＰＲ等による

利用拡大 

・ 新幹線に関わるサービス全般のレベルアップによる新幹線ブランドの向上 

 

(ｴ)ご利用いただきやすい駅づくり、フロントサービス等の向上 

・ ｢みどりの券売機｣の増備、案内･誘導強化による非対面販売、｢エクスプレス予約｣の慫慂、

｢駅プラン｣の電話予約シフト、駅社員の販売実務能力向上のための教育推進 

・ バリアフリー設備の着実な整備、サイン類の改修、待合室の整備、トイレ美化等の推進 

・ おほめの声を集めた冊子(｢Ｔｈａｎｋｓ Ｖｏｉｃｅ｣)を活用した指導、フロント

サービス調査を通じた接客レベルの向上 

・ 列車乗務員の放送技術向上のための指導者養成の推進、車両放送装置の改善  
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(ｵ)お客様サービスの向上に資するＩＴ化の推進 

・ ｢エクスプレス予約｣等のＩＴ化の推進 

・ ｢ＩＣＯＣＡ(イコカ)｣、｢スマートＩＣＯＣＡ｣の利便性のＰＲによる販売促進 

・ 岡山･広島地区における｢ＩＣＯＣＡ｣対応自動改札の導入 

・ ｢ＪＲおでかけネット｣のリニューアルの実施 

 

(ｶ)旅行会社･地域･ＪＲ他社との連携強化、観光需要の誘発 

・ 着地整備、商品造成、宣伝･告知を効果的に連動させたキャンペーンの展開による鉄道

利用の誘客促進 

・ ｢Ｃｌｕｂ ＤＩＳＣＯＶＥＲ ＷＥＳＴ｣の展開による団塊世代の旅行需要喚起 

 

(ｷ)プロジェクトの推進 

・ 大阪外環状線(南区間)開業に向けた準備 

・ 関西空港･和歌山地区から大阪地区への直通運転の拡大に向けた諸準備 

・ 九州新幹線博多開業への対応の着実な推進 

・ 新駅開業等に向けた諸準備 

 

②非鉄道事業 

・ 鉄道事業を核とし、お客様の暮らしをサポートする事業展開については、グループ全体と

して目指すべき方向性を共有する。 

・ ｢グループ総合力｣を高め、当社の保有する資産の徹底活用、鉄道利用のお客様及び周辺顧客

へのサービス向上及びより安全、安心で高品質なサービス･商品の提供に取り組む。 

・ 大阪駅改良･新北ビル開発計画については、安全施工に万全を期すとともに、物流･ビル

メンテナンス等運営面における計画の深度化を図る。 

 

③船舶事業 

・ 安心され、信頼される運航を目指し、｢船舶安全管理規程｣に基づき、安全確保の取り組み

を強化する。 

 

(6)鉄道を支える技術･技能の向上と継承、技術開発の推進 

 

・ ｢実務能力向上｣に向けたこれまでの様々な取り組みを踏まえ、グループ一体となって技術･技能

の向上とその確実な継承に努める。 

・ 技術開発にあたっては、線区特性を念頭に｢安全の確保｣、｢安定輸送の確保･サービス向上｣、

｢コスト削減･品質向上｣、｢地球環境への配慮｣を重点分野とし、他企業や社外研究機関等との

連携を深め、先端技術や汎用技術のさらなる活用を図るとともに、各分野の専門技術者を育成する。 

 

(7)企業の社会的責任(ＣＳＲ)の遂行 

 

・ ｢企業理念｣に掲げたあるべき姿を実現していくことが企業の社会的責任の遂行に他ならないとの

考え方に立ち、あらゆるステークホルダーからの信頼感を高め、社会の持続的発展に寄与していく。 

・ ＣＳＲ推進委員会を中心に、当社グループの事業活動をＣＳＲの観点から包括的に把握･検討し、

当社独自の取り組みを行うことで、経営課題としてのＣＳＲの一層の推進を図っていく。 

・ 昨年導入したコーポレートガバナンスのもと、財務報告に係る新システムも視野に入れた

内部統制機能の一層の充実を図っていく。 

・ 地球環境問題への取り組みについては、法令遵守を基本とした環境汚染事故防止、環境管理

システムの定着を図るとともに、省エネルギーや省資源の推進、｢地球環境にやさしい鉄道｣

のアピール等、社会への情報発信の取り組みも含め、重点的に実施していく。 
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○ 設備投資に関する計画 

 

・ 安全性向上、信頼回復への集中的な取り組みを一層強力に推進していくため、安全関連投資を集中的

に計画するとともに、将来にわたって経営基盤を強化していくための様々な施策に着実に取り組む。 

 

区  分 概  要 

設備の更新･安全性の向上 

(安全関連投資) 

・保安･防災対策 

 

 

 

 

 

・老朽設備取替 

 

・車両取替･改造 

 

 

・ ＡＴＳ整備や斜面防災対策をはじめとした｢安全性向上

計画｣の諸施策を着実に実行するとともに、風速計･地震計

整備や保守作業事故防止対策等の施策を確実に実施する。

・ ｢安全ミーティング｣における意見を踏まえ、信号機の

視認性向上や労働災害防止等の施策について継続して

推進する。 

・ 電気設備、車両検修設備、土木設備及び保守機械等

の老朽取替の促進を図る。 

・ 新幹線Ｎ７００系車両の新製、在来線２２３系車両新

製による旧型車両の取替等を着実に進める。 

輸送改善  大阪外環状線(南区間)関連工事等のプロジェクトを着実に

進めるとともに、新幹線Ｎ７００系車両の導入に関連した

地上設備改良や新駅開業に向けた準備を行う。 

サービスの改善 お客様から選択いただける質の高いサービスを提供する

ため、バリアフリー整備、駅設備改良を行うとともに、

｢エクスプレス予約｣、｢ＩＣＯＣＡ｣の価値向上につながる

施策を進める。 

仕組みの改善 岡山･広島地区における｢ＩＣＯＣＡ｣対応自動改札や、

お客様案内用運行情報ツール等のシステム関連投資、構造的

コスト削減投資、女性社員対応設備の整備等、効率的な

業務プロセス構築につながる各種施策を推進する。 

事業の強化･拡大  大阪駅改良･新北ビル開発計画の着実な推進を図ると

ともに、京都駅南北自由通路増床による店舗開発等を進め、

駅の魅力向上を図る。 

 

 

 

 ・ 設備投資総額(単体:自己資金)  １,６００億円 
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